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１．大学院共通 

（１）奈良教育大学学則 

(平成 16 年４月１日規則第１号) 

最近改正 令和 6 年 3 月 22 日教育大学則第 2 号 

第１章 総則 

第１節 目的 

(目的) 

第１条 奈良教育大学(以下「本学」という。)は、学芸の理論とその応用とを教授研究

し、高い知性と豊かな教養とを備えた人材、特に有能な教育者を育てるとともに、こ

の地方に特色のある文化の向上を図ることを目的とする。 

第２節 学長及び職員等 

(学長) 

第２条 国立大学法人奈良国立大学機構組織運営通則(令和４年度機構通則第１号。以下

「通則」という。)第６条の規定に基づき、本学に学長を置く。 

２ 学長に関し、必要な事項は、別に定める。 

(職員) 

第３条 本学の職員は、機構の大学教員、附属学校教員、事務職員等その他必要な職員を

もって充てる。 

(副学長) 

第４条 本学に、副学長を置く。 

２ 副学長に関し、必要な事項は、別に定める。 

第３節 教育研究評議会及び執行役会 

(教育研究評議会) 

第５条 通則第 11 条の規定に基づき、本学の教育研究に関する重要事項を審議するため、

本学に教育研究評議会を置く。 

２ 教育研究評議会に関し、必要な事項は、別に定める。 

(執行役会) 

第６条 通則第 12 条の規定に基づき、本学の運営に関する重要事項を審議するため、本

学に執行役会を置く。 

２ 執行役会に関し、必要な事項は、別に定める。 

第４節 委員会、室及び事務組織 

(委員会及び室) 

第７条 本学に、専門的事項を審議するため委員会を置く。 

２ 本学に、専門的事項を審議し処理するため室を置く。 

３ 前２項に規定する委員会及び室に関し、必要な事項は、別に定める。 

(事務組織) 

第８条 本学に、事務組織を置く。 

２ 事務組織に関し、必要な事項は、別に定める。 
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第２章 自己評価及び教育研究等の状況等の公表 

(自己評価) 

第９条 本学は、その教育研究水準の向上を図り、第１条の目的及び社会的使命を達成す

るため、本学における教育研究活動等の状況について自ら点検及び評価(以下「自己点

検評価」という。)を行い、その結果を公表する。 

２ 前項の自己点検評価については、本学の職員以外の者による検証を受けるよう努める

こととする。 

３ 自己評価に加え、教育研究等の総合的な状況について、定期的に文部科学大臣の認証

を受けた者の評価を受けることとする。 

４ 自己点検評価の実施に関し、必要な事項は、別に定める。 

(教育研究等の状況等の公表) 

第 10 条 本学は、教育研究及び組織運営の状況等を公表する。 

第３章 教育研究組織 

第１節 学部及び大学院 

(学部) 

第 11 条 本学に、広く教育に関する理論と実践を深めることによって、豊かな人間性と

高い教養を備え、教育の理論と実践に関する能力を有する教員及び教育者を養成する

ため、教育学部を置く。 

(大学院) 

第 12 条 本学に、広く教育関係諸科学を研究し、教育実践に関する科学的研究を深める

ことによって、豊かな人間性と高度の専門的教養を備え、教育の理論と実践に関する

優れた能力を有する教員及び教育者を養成するため、大学院教育学研究科を置く。 

(学部及び大学院の長) 

第 13 条 第 11 条に規定する教育学部に教育学部長、前条に規定する大学院教育学研究

科に大学院教育学研究科長を置く。 

２ 教育学部長及び大学院教育学研究科長に関し、必要な事項は、別に定める。 

第２節 図書館、センター及び附属学校 

第 14 条 削除 

(図書館) 

第 15 条 本学に、教育及び研究に必要な図書その他の資料を効率的に収集・管理し、本

学の学生及び職員等の利用に供するとともに、学術情報に関する便宜を提供するため、

図書館を置く。 

２ 図書館に、教育資料館を置く。 

３ 図書館に関し、必要な事項は、別に定める。 

(ESD・SDGs センター) 

第 16 条 本学に、SDGs(持続可能な開発目標)の達成に関わる ESD(持続可能な開発のた

めの教育)の推進についての研究開発及び実践を行い、持続可能な社会の創り手の育成

に寄与できる実践的指導力を持った教員の養成、学校支援及び地域支援に寄与するた

め、ESD・SDGs センターを置く。 
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２ ESD・SDGs センターに関し、必要な事項は、別に定める。 

(情報センター) 

第 17 条 本学に、全学共同利用施設として、情報基盤の運用を効率的に行い、情報セキ

ュリティの推進、及び、本学における教育の情報化に関する研究に資するため、情報

センターを置く。 

２ 情報センターに関し、必要な事項は、別に定める。 

第 18 条 削除 

(特別支援教育研究センター) 

第 19 条 本学に、特別支援教育に関わる理論と実践に関する教育研究を総合的に行い、

特別支援教育を担う人材の養成に寄与するとともに、地域における児童生徒等の教育

的ニーズに応じた特別支援教育の推進に貢献するため、特別支援教育研究センターを

置く。 

２ 特別支援教育研究センターに関し、必要な事項は、別に定める。 

(理数教育研究センター) 

第 20 条 本学に、理数教育に関わる理論と実践に関する教育研究を総合的に行い、理数

教育を担う人材の養成に寄与するとともに、地域における児童生徒等の教育的ニーズ

に応じた理数教育の推進に貢献するため、理数教育研究センターを置く。 

２ 理数教育研究センターに関し、必要な事項は、別に定める。 

(自然環境教育センター) 

第 21 条 本学に、自然環境教育に関する基礎的研究を行い、自然環境教育を担う人材の

養成に寄与するとともに、地域における児童生徒等の教育的ニーズに応じた自然環境

教育の推進に貢献するため、自然環境教育センターを置く。 

２ 自然環境教育センターに関し、必要な事項は、別に定める。 

(保健センター) 

第 22 条 本学に、本学の学生及び職員の身体的、精神的健康の管理に関する専門的業務

を行い、もって健康の保持増進を期すとともに、健康教育の推進に貢献するため、保

健センターを置く。 

２ 保健センターに関し、必要な事項は、別に定める。 

(附属学校) 

第 23 条 本学に、本学における児童、生徒又は幼児の教育又は保育に関する研究、並び

に教育実習計画に従い学生の教育実習を実施するため、附属中学校、附属小学校及び

附属幼保連携型認定こども園(以下「附属学校」という。)を置く。 

２ 附属学校に関し、必要な事項は、別に定める。 

第３節 教授会 

(教授会) 

第 24 条 学校教育法(昭和 22 年法律第 26 号。以下「学教法」という。)第 93 条の規定

に基づき、本学に教授会を置く。 

２ 教授会に関し、必要な事項は、別に定める。 

第４節 講座 
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(講座) 

第 25 条 本学に、教員組織として、次の講座を置く。 

学校教育、国語教育、社会科教育、数学教育、理科教育、音楽教育、美術教育、保

健体育、技術教育、家庭科教育、英語教育、教育連携、教職開発 

２ 講座に関し、必要な事項は、別に定める。 

第４章 公開講座 

(公開講座) 

第 26 条 地域社会の教育と文化の向上に資するため、本学に公開講座を開設することと

する。 

２ 公開講座に関し、必要な事項は、別に定める。 

第５章 通則 

第１節 学年、学期及び休業日 

(学年) 

第 27 条 学年は４月１日に始まり、翌年３月 31 日に終わる。 

(学期) 

第 28 条 学年は２学期に分け、４月１日から９月 30 日までを前期、10 月１日から翌年

３月 31 日までを後期とする。 

(休業日) 

第 29 条 休業日を次のように定める。ただし、第四号以下各号の期間は、毎年度教育行

事計画により定めるものとする。 

(１) 国民の祝日に関する法律(昭和 23 年法律第 178 号)に定める休日 

(２) 日曜日及び土曜日 

(３) 本学の開学記念日(11 月 18 日) 

(４) 春季休業日 

(５) 夏季休業日 

(６) 冬季休業日 

(７) 学年末休業日 

２ 前項各号に掲げるもののほか、必要と認める場合には臨時休業を行う。 

３ 前２項の規定に関わらず、必要と認める場合には休業期間中に授業を行うことができ

る。 

第２節 入学 

(入学時期) 

第 30 条 入学時期は、学年又は学期の始めとする。 

(入学の出願) 

第 31 条 本学に入学を志願する者は、入学志願票に別に定める書類及び検定料を添え、

所定の期日までに学長に願い出なければならない。 

(合格者) 

第 32 条 学長は、前条の志願者について選考のうえ、教授会の議を経て、合格者を決定

する。 
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(入学手続き) 

第 33 条 前条の合格者で、本学に入学しようとする者は、所定の期日までに別に定める

書類を提出するとともに、入学料を納付しなければならない。 

２ 削除 

３ 削除 

４ 入学料の免除及び徴収猶予に関し、必要な事項は、別に定める。 

(入学許可) 

第 34 条 学長は、前条の規定により入学手続を完了した者に対し、入学を許可する。 

第３節 授業の方法及び単位 

(授業の方法) 

第 35 条 授業は、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより又はこれらの

併用により行う。 

２ 前項の授業は、別に定めるところにより、多様なメディアを高度に利用して、当該授

業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。 

３ 第１項の授業は、外国において履修させることができる。前項の規定により、多様な

メディアを高度に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させる場合につ

いても同様とする。 

(単位制) 

第 36 条 授業科目の履修は単位制とする。 

２ 授業科目の単位数は、１単位の授業科目を 45 時間の学修を必要とする内容をもって

構成することを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時間外

に必要な学修等を考慮して、次の基準により計算するものとする。 

(１) 講義及び演習については、15 時間から 30 時間の授業をもって１単位とする。 

(２) 実験、実習及び実技については、30 時間から 45 時間の授業をもって１単位とす

る。 

(単位の認定) 

第 37 条 授業科目を履修した学生に対しては、単位を認定する。 

２ 単位の認定に関し、必要な事項は、別に定める。 

第３節の２ 教育職員免許状及びその他の所要資格 

(教育職員免許状) 

第 38 条 教員の免許状授与の所要資格を取得しようとする者は、教育職員免許法(昭和

24 年法律第 147 号)及び教育職員免許法施行規則(昭和 29 年文部省令第 26 号)に定め

る所定の単位を修得しなければならない。 

２ 前項の規定により所定の単位を修得した者が取得できる教育職員免許状の種類は、別

表のとおりとする。 

(社会教育主事) 

第 39 条 社会教育法(昭和 24 年法律第 207 号)に規定する社会教育主事の所要資格を得

ようとする者は、社会教育主事講習等規程(昭和 26 年文部省令第 12 号)に定める所定

の単位を修得しなければならない。 

-6-



２ 社会教育主事の資格取得に関する科目の履修方法は、別に定める。 

(学校図書館司書教諭) 

第 40 条 学校図書館法(昭和 28 年法律第 185 号)に規定する学校図書館司書教諭の所要

資格を得ようとする者は、学校図書館司書教諭講習規程(昭和 29 年文部省令第 21 号)

に定める所定の単位を修得しなければならない。 

２ 学校図書館司書教諭の資格取得に関する科目の履修方法は、別に定める。 

(保育士) 

第 41 条 児童福祉法(昭和 22 年法律第 164 号)に規定する保育士となる所要資格を得よ

うとする学校教育教員養成課程教育発達専攻幼年教育専修の学生は、第 74 条に規定す

る単位を修得するほか、児童福祉法施行規則(昭和 23 年厚生省令第 11 号)に定める所

定の単位を修得しなければならない。 

２ 保育士の資格取得に関する科目の履修方法は、別に定める。 

(学芸員) 

第 42 条 博物館法(昭和 26 年法律第 285 号)に規定する学芸員となる所要資格を得よう

とする者は、博物館施行規則(昭和 30 年文部省令第 24 号)に定める所定の単位を修得

しなければならない。 

２ 学芸員の資格取得に関する科目の履修方法は、別に定める。 

(その他の資格) 

第 43 条 第 38 条から前条までに規定する資格以外の所要資格については、別に定める。 

第４節 休学及び復学 

(休学) 

第 44 条 疾病又はその他の理由によって、引続き２月以上修学することができないと思

われる者は、学長の許可を得て休学することができる。 

２ 休学に関し、必要な事項は、別に定める。 

(復学) 

第 45 条 休学期間中にその理由が消滅したときは、学長の許可を得て、復学することが

できる。 

第５節 退学及び除籍 

(退学) 

第 46 条 退学しようとする者は、学長に届け出て、了承を得なければならない。 

(除籍) 

第 47 条 次の各号の一に該当する者は、学長が除籍する。 

(１) 第 65 条、第 91 条及び第 109 条に定める在学期間を超えた者 

(２) 第 84 条及び第 117 条に定める休学期間を超えてなお修学できない者 

(３) 授業料の納付を怠り、督促してもなお納付しない者 

(４) 入学料の免除を申請した者のうち、免除が不許可になった者又は半額免除が許

可になった者(所定の期日までに徴収猶予の申請をした者を除く。)で所定の期日ま

でに入学料を納付しない者 

(５) 入学料の徴収猶予を申請した者で、所定の期日までに入学料を納付しない者 
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第６節 検定料、入学料及び授業料 

(授業料等の額) 

第 48 条 授業料等の額に関し、必要な事項は、別に定める。 

(授業料等の納入) 

第 49 条 授業料等の納入に関し、必要な事項は、別に定める。 

(授業料等の免除及び徴収の猶予) 

第 50 条 経済的理由によって授業料の納付が困難であり、かつ、学業優秀と認められる

者については、その者の願い出により、審査の上授業料の一部又は全部を免除するこ

とがある。 

また、授業料の納付期において、納付が困難な者については、願い出により、徴収

猶予を許可することがある。 

２ 前項の規定にかかわらず、大学が必要と認める場合は、願い出により授業料の徴収を

一定期間猶予することがある。 

３ その他、授業料等の免除及び徴収の猶予に関し、必要な事項は、別に定める。 

(授業料等の返還) 

第 51 条 授業料等の返還に関し、必要な事項は、別に定める。 

(１)から(４)まで 削除 

(休学期間中の授業料) 

第 52 条 削除 

２ 休学期間中の授業料に関し、必要な事項は、別に定める。 

(転学、退学又は停学の場合の授業料) 

第 53 条 転学、退学又は停学の場合の授業料に関し、必要な事項は、別に定める。 

第７節 表彰及び懲戒 

(表彰) 

第 54 条 学術、課外活動及び社会活動等において優秀な学生は、表彰することがある。 

２ 表彰に関し、必要な事項は、別に定める。 

(懲戒) 

第 55 条 学生の本分に反する者があるときには、教授会の議を経て、学長がこれを懲戒

する。 

２ 懲戒は、退学、停学及び訓告とする。 

３ 前項の退学は、次の各号の一に該当する者に対して行う。 

(１) 性行不良で改善の見込みがない者 

(２) 正当な理由がなくて出席が常でない者 

(３) 本学の秩序を乱し、その他学生としての本分に著しく反した者 

第８節 研究生、科目等履修生、特別聴講学生及び外国人留学生 

(研究生) 

第 56 条 本学において特定の専門的事項について研究しようとする者があるときは、選

考のうえ、研究生として入学を許可することができる。 

２ 研究生に関し、必要な事項は、別に定める。 
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(科目等履修生) 

第 57 条 本学の学生以外の者で、本学が開設する一又は複数の授業科目の履修を志願す

る者があるときは、授業に支障のない場合に限り、科目等履修生として入学を許可し、

単位を授与することができる。 

２ 科目等履修生に関し、必要な事項は、別に定める。 

(特別聴講学生) 

第 58 条 本学において、特定の授業科目を履修することを希望する他の大学の学生があ

るときは、当該他大学との協議に基づき、授業に支障のない場合に限り、所定の手続

きを経て、特別聴講学生として入学を許可することができる。 

２ 特別聴講学生に関し、必要な事項は、別に定める。 

(外国人留学生) 

第 59 条 外国人で、大学において教育を受ける目的をもって入国し、本学に入学を志願

する者があるときは、選考のうえ、外国人留学生として入学を許可することができる。 

２ 外国人留学生に関し、必要な事項は、別に定める。 

第９節 学生宿舎及び学生会館 

(学生宿舎及び学生会館) 

第 60 条 本学に、学生宿舎及び学生会館を付設する。 

２ 学生宿舎及び学生会館に関し、必要な事項は、別に定める。 

(寄宿料) 

第 61 条 寄宿料に関し、必要な事項は、別に定める。 

第６章 教育学部 

第１節 課程、専攻、専修及び履修分野の設置、並びに入学定員及び収容定員

等 

(課程、専攻及び専修の設置、並びに入学定員及び収容定員) 

第 62 条 教育学部(以下、本章において「学部」という。)に次の課程、専攻、専修を置

き、入学定員及び収容定員は、次のとおりとする。 

課程 専攻 専修 入学定員 収容定員 

学校教育教員養成課程 教育発達 教育学 255 人 1,020 人 

心理学 

幼年教育 

特別支援教育 

教科教育 国語教育 

社会科教育 

数学教育 

理科教育 

音楽教育 

美術教育 

保健体育 

家庭科教育 

技術教育 
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英語教育 

伝統文化教育 書道教育 

文化遺産教育 

(履修分野) 

第 63 条 学校教育教員養成課程教科教育専攻の専修に初等教育履修分野(技術教育及び

英語教育専修を除く。)及び中等教育履修分野を設ける。 

(専修の履修定員) 

第 64 条 学校教育教員養成課程教育発達専攻幼年教育専修における履修定員は、１学年

15 人とする。 

第２節 修業年限及び在学期間 

(修業年限) 

第 65 条 学部の修業年限は、４年とする。 

２ 在学期間は、通算８年を超えてはならない。ただし、休学期間は在学年数に算入しな

い。 

３ 前２項の規定にかかわらず、編入学又は転入学した者に係る修業年限及び在学期間は

別に定める。 

第３節 入学資格等 

(入学資格) 

第 66 条 学部に入学することができる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

(１) 高等学校を卒業した者 

(２) 中等教育学校を卒業した者 

(３) 通常の課程による 12 年の学校教育を修了した者(通常の課程以外の課程により、

これに相当する学校教育を修了した者を含む。) 

(４) 外国において学校教育における 12 年の課程を修了した者又はこれに準ずる者で

文部科学大臣の指定したもの 

(５) 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外

教育施設の当該課程を修了した者 

(６) 専修学校の高等課程(修業年限が３年以上であることその他の文部科学大臣が定

める基準を満たすものに限る。)で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣

が定める日以後に修了した者 

(７) 文部科学大臣の指定した者 

(８) 高等学校卒業程度認定試験規則(平成 17 年文部科学省令第１号)による高等学校

卒業程度認定試験に合格した者(同規則附則第２条の規定による廃止前の大学入学資

格検定規程(昭和 26 年文部省令第 13 号)による大学入学資格検定に合格した者を含

む。) 

(９) 高等学校卒業程度認定審査規則（令和４年文部科学省令第 18 号）による高等学

校卒業程度認定審査に合格した者 

(10) 本学において、個別の入学資格審査により、高等学校を卒業した者と同等以上

の学力があると認めた者で、18 歳に達したもの 
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(編入学、転入学及び再入学) 

第 67 条 本学学部へ編入学を希望する者があるときは、教授会の議を経て、相当年次に

入学を許可することがある。 

２ 他の大学から本学学部へ転入学を希望する者、又はやむを得ない理由によって本学学

部を退学した者で、再入学を希望する者があるときには、教授会の議を経て、入学を

許可することがある。 

３ 編入学及び転入学をした者の在学年数には、他の大学における在学年数を通算するこ

とができる。 

４ 編入学、転入学及び再入学に関し、必要な事項は、別に定める。 

第４節 教育課程の編成及び履修方法等 

(教育課程の編成方針) 

第 68 条 学部は教育上の目的を達成するために必要な授業科目を開設し、体系的に教育

課程を編成するものとする。 

２ 教育課程の編成に当たっては、課程、専攻、専修及び履修分野に係る専門の学芸を教

授するとともに、幅広く深い教養及び総合的な判断力を培い、豊かな人間性を涵養す

るよう配慮するものとする。 

(連携開設科目) 

第 69 条 学部は、教育上の目的を達成するために必要があると認められる場合には、前

条第１項の規定にかかわらず、本学の設置者が設置する他の大学が本学と連携して開

設する授業科目(以下「連携開設科目」という。)を、学部が自ら開設したものとみな

すことができる。 

(教育課程の編成方法) 

第 70 条 教育課程は、各授業科目を必修科目、選択科目及び自由科目に分け、これを各

年次に配当して編成するものとする。 

２ 教育課程に関し、必要な事項は、別に定める。 

(授業科目の区分及び履修方法等) 

第 71 条 授業科目の区分は、共通科目、教科及び教職科目、専修専門等科目、自由科目

及び卒業論文とする。 

２ 履修の方法に関し、必要な事項は、別に定める。 

３ 第１項に規定するもののほか、外国人留学生のための日本語教育及び日本事情に関す

る科目を開設する。 

(成績評価基準等の明示等) 

第 72 条 学部は、学生に対して、授業の方法及び内容並びに１年間の授業の計画をあら

かじめ明示するものとする。 

２ 学部は、学修の成果に係る評価及び卒業の認定に当たっては、客観性及び厳格性を確

保するため、学生に対してその基準をあらかじめ明示するとともに、当該基準にした

がって適切に行うものとする。 

(教育内容等の改善のための組織的な研修等) 
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第 73 条 学部は、当該学部の授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び

研究を実施するものとする。 

(卒業に必要な単位数) 

第 74 条 卒業に必要な単位数は、134 単位以上とする。 

２ 履修及び卒業論文に関し、必要な事項は、別に定める。 

(連携開設科目に係る単位の認定) 

第 75 条 学生が他の大学において履修した連携開設科目について修得した単位を、本学

学部における授業科目の履修により修得したものとみなすものとする。 

(他の大学又は短期大学における授業科目の履修等) 

第 76 条 教育上有益と認めるときは、他の大学又は短期大学との協議に基づき、学生に

当該大学又は短期大学の授業科目を履修させることができる。 

２ 前項の規定により履修した授業科目について修得した単位は、教授会の議を経て、

60 単位を超えない範囲で、本学学部における授業科目の履修により修得したものとみ

なすことができる。 

３ 前２項の規定は、外国の大学又は短期大学に留学する場合及び外国の大学又は短期大

学が行う通信教育における授業科目を我が国において履修する場合に準用する。 

(大学以外の教育施設等における学修) 

第 77 条 教育上有益と認めるときは、学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻科に

おける学修、その他文部科学大臣が別に定める学修を本学学部における授業科目の履

修とみなし、教授会の議を経て、単位を与えることができる。 

２ 前項の規定により与えることができる単位数は、前条第２項及び第３項により修得し

たものとみなす単位数と合わせて、60 単位を超えないものとする。 

(入学前の既修得単位等の認定) 

第 78 条 教育上有益と認めるときは、学生が本学学部に入学する前に大学又は短期大学

(外国の大学又は短期大学を含む。)において履修した授業科目について修得した単位

(大学設置基準(昭和 31 年文部省令第 28 号)第 31 条に定める科目等履修生として修得

した単位を含む。)を、本学学部に入学した後の本学学部における授業科目の履修によ

り修得したものとみなすことができる。 

２ 教育上有益と認めるときは、学生が本学学部に入学する前に行った前条第１項に規定

する学修を、本学学部における授業科目の履修とみなし、単位を与えることができる。 

３ 前２項により単位を修得したものとみなし、又は与える場合は、教授会の議を経るも

のとし、その単位数は、編入学、転入学の場合を除き、本学学部において修得した単

位(第 75 条の規定により修得したものとみなすものとする単位を含む。)以外のものに

ついては、第 76 条第２項及び第３項並びに前条第１項により本学学部において修得し

たものとみなす単位数と合わせて 60 単位を超えないものとする。 

４ 前３項に定めるもののほか、既修得単位等の認定に関し、必要な事項は、別に定める。 

第５節 卒業及び学位 

(卒業の認定) 
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第 79 条 学部に４年以上在学し、第 74 条に定める単位を修得した者については、教授

会の議を経て、学長が卒業を認定する。 

２ 前項の規定により卒業の要件として修得すべき単位数のうち、第 35 条第２項の授業

の方法により修得する単位数は 60 単位を超えないものとする。 

３ 第１項の規定により卒業の要件として修得すべき単位数のうち、第 75 条の規定によ

り修得したものとみなすものとする単位数は 30 単位を超えないものとする。 

(学位の授与) 

第 80 条 卒業した者に対し、学長は卒業証書及び学士(教育)の学位を授与する。 

２ 学位の授与に関し、必要な事項は、別に定める。 

第６節 留学、転専攻、転専修、転履修分野及び転学 

(留学) 

第 81 条 外国の大学に留学を希望する者は、学長に願い出て、その許可を得なければな

らない。 

２ 前項の規定により留学した期間は、第 65 条第２項に定める在学期間に含むものとす

る。 

３ 留学に関し、必要な事項は、別に定める。 

(転専攻、転専修及び転履修分野) 

第 82 条 学部の学生で、転専攻、転専修及び転履修分野を志願する者があるときは、選

考のうえ、教授会の議を経て、学長が許可することがある。 

２ 転専攻、転専修及び転履修分野に関し、必要な事項は、別に定める。 

(転学) 

第 83 条 他の大学に転学を希望する者は、学長に届け出て、了承を得なければならない。 

２ 転学に関し、必要な事項は、別に定める。 

第７節 休学の期間及び他大学の受験 

(休学の期間) 

第 84 条 休学の期間は１年を超えることはできない。ただし、特別の理由のあるときに

は、許可を得てさらに引き続き１年以内に限り、期間を延長することができる。 

２ 休学の期間は、通算４年を超えることはできない。ただし、特別な理由による休学に

おいて学長が認めたときは、その期間を通算しないことができる。 

３ 休学の期間は、第 65 条第２項に定める在学期間に含まないものとする。 

(他大学の受験) 

第 85 条 他の大学の入学試験を受験しようとする者は、学長に届け出て、了承を得なけ

ればならない。 

第７章 大学院教育学研究科 

第１節 課程、専攻等 

(課程) 

第 86 条 大学院教育学研究科(以下、本章において「研究科」という。)に修士課程及び

専門職学位課程を置く。 

２ 前項の専門職学位課程は、教職大学院とする。 
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(課程の目的) 

第 87 条 修士課程は、広い視野に立って精深な学識を授け、教育関係諸科学の研究能力

と教育に関わる人材として伝統文化の持続発展や国際理解教育の進展に寄与しうるた

めの卓越した能力を培うことを目的とする。 

２ 専門職学位課程(教職大学院)は、高度の専門性が求められる教職を担うための深い

学識及び卓越した教育実践能力を培うことを目的とする。 

(専攻) 

第 88 条 研究科の修士課程に伝統文化教育・国際理解教育専攻を置く。 

２ 研究科の専門職学位課程に教職開発専攻を置く。 

(専修) 

第 89 条 修士課程の専攻に伝統文化（書道を含む）教育・国際理解教育専修を置く。 

第２節 入学定員及び収容定員 

(入学定員及び収容定員) 

第 90 条 研究科の入学定員及び収容定員は、次のとおりとする。 

課程 専攻 入学定員 収容定員 

修士課程 伝統文化教育・国際理解教育専攻 20 人 40 人 

専門職学位課程 教職開発専攻 50 人 100 人 

合計 70 人 140 人 

(標準修業年限) 

第 91 条 研究科の標準修業年限は、２年とする。ただし、職業を有している等の事情に

より、標準修業年限を超えて一定の期間にわたり計画的に教育課程を履修するものと

して許可を受けた者(以下「長期履修学生」という。)の修業年限は、標準修業年限に

２年以内の年数を加えて許可された年数(以下「長期在学期間」という。)とする。 

２ 研究科の在学期間は、通算４年以内とする。ただし、長期履修学生の在学期間は、長

期在学期間に２年を加えた年数以内とする。 

第３節 教育課程、授業科目、単位、履修方法等 

第１款 修士課程 

(教育課程) 

第 92 条 修士課程の教育課程については、必要な授業科目を開設するとともに学位論文

の作成等に対する指導の計画を策定し、体系的に編成するものとする。 

(授業科目、単位及び他大学との連携) 

第 93 条 修士課程の授業科目及び単位数は、別に定める。 

２ 学生は、奈良教育大学大学院修士課程履修規則に基づき、30 単位以上を履修しなけ

ればならない。 

３ 修士課程において教育上有益と認めるときは、他の大学の大学院とあらかじめ協議の

うえ、学生が当該他の大学の大学院の授業科目を履修することを認めることができる。 

４ 前項の規定により履修した授業科目については、10 単位を超えない範囲で、修士課

程において単位を修得したものとみなすことができる。 

-14-



５ 修士課程において教育上有益と認めるときは、他の大学の大学院又は研究所等とあら

かじめ協議のうえ、学生が当該他の大学の大学院又は研究所等において必要な研究指

導を受けることを認めることができる。ただし、当該研究指導を受ける期間は、１年

を超えないものとする。 

(成績評価基準等の明示等) 

第 94 条 修士課程は、学生に対して、授業及び研究指導の方法及び内容並びに１年間の

授業及び研究指導の計画をあらかじめ明示するものとする。 

２ 修士課程は、学修の成果及び学位論文に係る評価並びに修了の認定に当たっては、客

観性及び厳格性を確保するため、学生に対してその基準をあらかじめ明示するととも

に、当該基準にしたがって適切に行うものとする。 

(教育内容等の改善のための組織的な研修等) 

第 95 条 修士課程は、当該修士課程の授業及び研究指導の内容及び方法の改善を図るた

めの組織的な研修及び研究を実施するものとする。 

(入学前の既修得単位の認定) 

第 96 条 修士課程において教育上有益と認めるときは、学生が本学修士課程に入学する

前に大学院(外国の大学院を含む。)において履修した授業科目について修得した単位

(大学院の科目等履修生として修得した単位を含む。)を、本学修士課程入学後の授業

科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

２ 前項の規定により修得したものとみなすことのできる単位数は、10 単位を超えない

ものとする。 

３ 前２項に定めるもののほか、既修得単位の認定に関し、必要な事項は、別に定める。 

(研究指導教員) 

第 97 条 学長は、学生の入学後、教授会の議を経て、研究指導教員を定める。 

(課程の修了) 

第 98 条 修士課程に２年以上在学し、第 93 条第２項に定める単位を修得し、かつ、必

要な研究指導を受けたうえ学位論文を提出して、その審査及び最終試験に合格した者

については、教授会の議を経て、学長が修士課程の修了を認定する。 

２ 修士課程に在学する者で優れた業績を上げたものに係る修士課程の修了の認定につい

ては、前項中「２年」とあるのは「１年」として同項の規定を適用する。 

３ 第１項に定める学位論文は、研究指導教員の許可を得て、作品及び関連論文をもって

代えることができる。 

(学位の授与) 

第 99 条 修士課程を修了した者に対し、学長は修士(教育学)の学位を授与する。 

２ 学位の授与に関し、必要な事項は、別に定める。 

第２款 専門職学位課程 

(教育課程) 

第 100 条 専門職学位課程は、必要な授業科目を開設し、体系的に教育課程を編成する

ものとする。 

(授業科目、単位及び他大学との連携) 
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第 101 条 専門職学位課程の授業科目及び単位数は、別に定める。 

２ 専門職学位課程の学生は、奈良教育大学大学院専門職学位課程履修規則に基づき、

46 単位以上(高度の専門的な能力及び優れた資質を有する教員に係る実践的な能力を培

うことを目的として小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別

支援学校及び幼稚園（幼稚園型認定こども園及び幼保連携型認定こども園を含む。）

(以下「小学校等」という。)で行う実習に係る 10 単位を含む。)を履修しなければな

らない。 

３ 専門職学位課程において教育上有益と認めるときは、学生が本学専門職学位課程に入

学する前の小学校等の教員としての実務の経験を有する者について、５単位を超えな

い範囲で、前項に規定する実習により修得する単位の全部又は一部を免除することが

できる。 

４ 専門職学位課程において教育上有益と認めるときは、他の大学の大学院とあらかじめ

協議のうえ、学生が当該他の大学の大学院の授業科目を履修することを認めることが

できる。 

５ 前項の規定により履修した授業科目については、第３項の規定により免除する実習の

単位数と合わせて 23 単位を超えない範囲で、本学専門職学位課程において単位を修得

したものとみなすことができる。 

(連携協力校) 

第 102 条 専門職学位課程は、前条第２項に規定する実習その他本学専門職学位課程の

教育上の目的を達成するために必要な連携協力を行う小学校等を適切に確保するもの

とする。 

２ 連携協力校に関し、必要な事項は、別に定める。 

(成績評価基準の明示等) 

第 103 条 専門職学位課程は、学生に対して、授業の方法及び内容並びに１年間の授業

の計画をあらかじめ明示するものとする。 

２ 専門職学位課程は、学修の成果及び学位研究報告書に係る評価及び修了の認定に当た

っては、客観性及び厳格性を確保するため、学生に対してその基準をあらかじめ明示

するとともに、当該基準にしたがって適切に行うものとする。 

(教育内容等の改善のための組織的な研修等) 

第 104 条 専門職学位課程は、当該専門職学位課程の授業の内容及び方法の改善を図る

ための組織的な研修及び研究を実施するものとする。 

(入学前の既修得単位の認定) 

第 105 条 専門職学位課程において教育上有益と認めるときは、学生が本学専門職学位

課程に入学する前に大学院(外国の大学院を含む。)において履修した授業科目につい

て修得した単位(大学院の科目等履修生として修得した単位を含む。)を、本学専門職

学位課程入学後の授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

２ 前項の規定により修得したものとみなすことのできる単位数は、第 101 条第３項の

規定により免除する実習の単位数及び同条第５項の規定により本学専門職学位課程に

おいて単位を修得したものとみなす単位数と合わせて 23 単位を超えないものとする。 
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３ 前２項に定めるもののほか、既修得単位の認定に関し、必要な事項は、別に定める。 

(現職教員の学生の履修方法の特例) 

第 106 条 大学院設置基準(昭和 49 年文部省令第 28 号)第 14 条の趣旨に基づき、現職教

員である学生は、履修方法の特例として、次の方法による教育を受けることができる。 

(１) 第１年次は、在職校等における勤務を離れて学業に専念し、通常の形態による

授業及び指導を受け、第２年次は在職校等に復帰し、通常の形態による授業及び指

導並びに次号に定める夜間の授業等を受ける方法 

(２) 在職校等に在籍し、11、12 時限及び 13、14 時限に開講される授業及び指導

（以下「夜間の授業等」という。）を受ける方法 

２ 前項の特例は、その研究教育上の効果が期待されると認められた場合に適用される。 

３ 第１項第一号の特例の適用を受けようとする学生は、入学当初に指導教員の承認を得

て教授会の議を経て、学長の許可を受けなければならない。 

４ 第１項第二号の特例の適用を受けようとする学生は、入学当初又は学年当初に指導教

員の承認を得て教授会の議を経て、学長の許可を受けなければならない。 

５ 第１項第一号の特例の許可を受けた学生は、第２年次においても定期的に通学し、授

業及び指導を受け、合計７単位以上を修得しなければならない。 

(奈良県公立学校教員採用候補者選考試験合格者である学生の履修方法の特例) 

第 107 条 大学院設置基準（昭和 49 年文部省令第 28 号）第 14 条の趣旨に基づき、奈良

県公立学校教員採用候補者選考試験合格者である学生は、履修方法の特例として、第

１年次は学業に専念し、通常の形態による授業及び指導を受け、第２年次は勤務校に

勤務しながら、通常の形態による授業及び指導並びに夜間の授業等を受けることがで

きる。 

２ 前項の特例は、その研究教育上の効果が期待されると認めた場合に適用させる。 

３ 特例の適用を受けようとする学生は、入学当初に指導教員の承認を得て教授会の議を

経て、学長の許可を受けなければならない。 

４ 第１項の特例の許可を受けた学生は、第２年次においても授業及び指導を受け、合計

７単位以上を修得しなければならない。 

(指導教員) 

第 108 条 学長は、学生の入学後、教授会の議を経て、指導教員を定める。 

(教員免許取得プログラム) 

第 109 条 専門職学位課程における教育上の必要により、学生の小学校教員一種免許状

又は特別支援学校教員一種免許状の取得に必要な単位数に基づき履修期間を１年又は

２年とする教員免許取得プログラム(以下「プログラム」という。)を設ける。 

２ 専門職学位課程においてプログラムを履修するものとして入学時に許可を受けた者

(以下「プログラム履修学生」という。)の標準修業年限は、第 91 条第１項の規定にか

かわらず、研究科の標準修業年限にプログラムの履修期間を加えた年数とする。 

３ プログラム履修学生の在学期間は、第 91 条第２項の規定にかかわらず、研究科の在

学期間にプログラムの履修期間を加えた年数以内とする。 

４ 教員免許取得プログラムに関し、必要な事項は、別に定める。 
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(課程の修了) 

第 110 条 専門職学位課程に２年以上在学し、第 101 条第２項に定める単位数を修得し、

学位研究報告書の審査及び最終試験に合格した者については、教授会の議を経て、学

長が専門職学位課程の修了を認定する。 

(学位の授与) 

第 111 条 専門職学位課程を修了した者に対し、学長は教職修士(専門職)の学位を授与

する。 

２ 学位の授与に関し、必要な事項は、別に定める。 

第４節 入学資格、転学、留学及び休学の期間 

(入学資格) 

第 112 条 研究科に入学することができる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

(１) 大学(学教法第 83 条に規定する大学をいう。以下同じ。)を卒業した者 

(２) 学教法第 104 条第７項の規定により学士の学位を授与された者 

(３) 外国において、学校教育における 16 年の課程を修了した者 

(４) 我が国において、外国の大学の課程(その修了者が当該外国の学校教育における

16 年の課程を修了したとされるものに限る。)を有するものとして当該外国の学校教

育制度において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するも

のの当該課程を修了した者 

(４)の２ 外国の大学その他の外国の学校(その教育研究活動等の総合的な状況につい

て、当該外国の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこ

れに準ずるものとして文部科学大臣が別に指定するものに限る。)において、修業年

限が３年以上である課程を修了すること(当該外国の学校が行う通信教育における授

業科目を我が国において履修することにより当該課程を修了すること及び当該外国

の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって前号の指定を受けたもの

において課程を修了することを含む。)により、学士の学位に相当する学位を授与さ

れた者 

(５) 専修学校の専門課程(修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定

める基準を満たすものに限る。)で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣

が定める日以後に修了した者 

(６) 文部科学大臣の指定(昭和 28 年２月７日文部省告示第５号)した者 

(７) 大学に３年以上在学し、又は外国において学校教育における 15 年の課程を修了

し、本学研究科において、所定の単位を優れた成績をもって修得したものと認めた

者 

(８) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することに

より当該外国の学校教育における 16 年の課程を修了した者 

(９) 本学研究科において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以

上の学力があると認めた者で、22 歳に達したもの 

(転入学及び再入学) 
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第 113 条 本学研究科に転入学を希望する者又は本学研究科を退学した者で、２年以内

に再入学を希望する者があるときには、教授会の議を経て、入学を許可することがあ

る。 

(転学) 

第 114 条 他の大学の大学院に転学を希望する者は、学長に届け出て、了承を得なけれ

ばならない。 

(転専攻、転専修) 

第 115 条 転専攻、転専修を希望する者があるときには、選考のうえ、教授会の議を経

て、許可することがある。 

２ 転専攻、転専修に関し、必要な事項は、別に定める。 

(留学) 

第 116 条 外国の大学の大学院に留学を志望する者は、学長に願い出て、その許可を得

なければならない。 

２ 前項の規定により、留学した者については、第 93 条第３項及び第４項又は第 101 条

第４項及び第５項の規定を準用する。この場合において、第 93 条第３項及び第 101 条

第４項中「他の大学」とあるのは「外国の大学」と読み替えるものとする。 

３ 第１項の規定により留学した期間は、第 91 条第２項又は第 109 条第３項に定める在

学期間に含むものとする。 

(休学の期間) 

第 117 条 休学の期間は、１年を超えることはできない。ただし、特別の理由があると

きは、許可を得てさらに引き続き１年以内に限り、期間を延長することができる。 

２ 休学の期間は、通算して２年を超えることはできない。ただし、特別な理由による休

学において学長が認めたときは、その期間を通算しないことができる。 

３ 休学の期間は、第 91 条第２項又は第 109 条第３項に定める在学期間に含まないもの

とする。 

第５節 長期履修学生 

(長期履修学生) 

第 118 条 学生が、長期履修学生として教育課程を履修しようとするときは、学長に願

い出て、許可を得なければならない。 

２ 長期履修学生に関し、必要な事項は、別に定める。 

第６節 特別研究学生 

(特別研究学生) 

第 119 条 他の大学の大学院又は外国の大学の大学院との協議に基づき、当該大学院の

学生を特別研究学生として入学を許可し、本学研究科において研究指導を受けさせる

ことができる。 

２ 特別研究学生に関し、必要な事項は、別に定める。 

(検定料及び入学料の特例) 

第 120 条 特別研究学生を志願する者に係る検定料及び入学料は、徴収しない。 

(授業料の特例) 
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第 121 条 国立大学の大学院の学生を特別研究学生として受け入れる場合の授業料は、

徴収しない。 

２ 公立大学若しくは私立大学又は外国の大学の大学院の学生を特別研究学生として受け

入れる場合の授業料の額は、別に定める額とする。 

附 則 

１ この学則は、平成 16 年４月１日から施行する。 

２ 改正後の学則は、平成 16 年４月１日以後に入学した者から適用し、その他の者につ

いては、なお従前の規定による。 

（略） 

附 則(令和 6 年 3 月 22 日教育大学則第 2 号) 

この学則は、令和 6 年 4 月 1 日から施行する。 

別表(第 38 条第２項関係) 

取得できる教育職員免許状の種類 

区分 課程等 免許状の種類 免許状の教科 

教育学部 学校教育

教員養成

課程 

幼稚園教諭一種免許状   

小学校教諭一種免許状   

中学校教諭一種免許状 国語、社会、数学、理科、音楽、美術、保

健体育、技術、家庭、英語 

高等学校教諭一種免許状 国語、地理歴史、公民、数学、理科、音

楽、美術、保健体育、工業、家庭、英語、

書道、情報 

特別支援学校教諭一種免許状   

(知的障害者に関する教育の領域)   

(肢体不自由者に関する教育の領域)   

(病弱者に関する教育の領域)   

養護教諭一種免許状   

大学院教

育学研究

科 

教職開発

専攻 

幼稚園教諭専修免許状   

小学校教諭専修免許状   

中学校教諭専修免許状 国語、社会、数学、理科、音楽、美術、保

健体育、保健、技術、家庭、職業、職業指

導、英語、ドイツ語、フランス語、宗教 

高等学校教諭専修免許状 国語、地理歴史、公民、数学、理科、音

楽、美術、工芸、書道、保健体育、保健、

看護、家庭、農業、工業、商業、水産、商

船、職業指導、英語、ドイツ語、フランス

語、宗教、情報、福祉 

特別支援学校教諭専修免許状   

(知的障害者に関する教育の領域)   

(肢体不自由者に関する教育の領域)   

(病弱者に関する教育の領域)   
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（２）奈良教育大学学位規則 

(平成 16 年４月１日規則第 281 号) 

最近改正 令和４年４月１日教育大規則第２号

 

(目的) 

第１条 この規則は、学位規則(昭和 28 年文部省令第９号)第 13 条第１項の規定、並び

に奈良教育大学学則(平成 16 年奈良教育大学規則第１号。以下「学則」という。)第 80

条第２項、第 99 条第２項及び第 111 条第２項の規定に基づき、奈良教育大学(以下

「本学」という。)において授与する学位に関し必要な事項を定める。 

(学位論文の提出) 

第２条 学則第 98 条第１項の学位論文並びに同条第３項の作品及び関連論文(以下「学

位論文等」という。)は、学長に提出するものとする。 

(学位研究報告書の提出) 

第２条の２ 学則第 110 条の学位研究報告書は、学長に提出するものとする。 

(修士課程の審査及び最終試験) 

第３条 学長は、第２条の学位論文等を受理したときは、教授会に当該学位論文等の審査

及び最終試験の実施を付託するものとする。 

２ 教授会は、前項の付託を受けたときは、研究指導教員を含む教員３名以上をもって構

成する審査委員会を設置し、これに当該学位論文等の審査及び最終試験を実施させる

ものとする。 

３ 審査委員会に主査１名及び副査２名以上を置くものとする。主査は研究指導教員をも

って充て、副査はその他の審査委員をもって充てるものとする。 

４ 審査委員会が当該学位論文の審査にあたり、必要があると認めたときは、教授会の議

を経て、審査協力者として他の大学院その他の研究機関等の教員等の協力を得ること

ができるものとする。 

５ 最終試験は、口述又は筆記により行うものとする。 

(専門職学位課程の審査及び最終試験) 

第３条の２ 学長は、第２条の２に定める学位研究報告書を受理したときは、教授会に学

位研究報告書の審査及び最終試験の実施を付託するものとする。 

２ 教授会は、前項の付託を受けたときは、指導教員を含む教員３名以上をもって構成す

る審査委員会を設置し、これに学位研究報告書の審査及び最終試験を実施させるもの

とする。 

３ 審査委員会に主査１名及び副査２名以上を置くものとする。主査は指導教員をもって

充て、副査はその他の審査委員をもって充てるものとする。 

４ 最終試験は、口述又は筆記により行うものとする。 

(教授会への報告) 

第４条 審査委員会は、学位論文等の審査及び最終試験を終了したときは、その結果を教

授会に様式第１号により報告しなければならない。 
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２ 審査委員会は、学位研究報告書の審査及び最終試験を終了したときは、その結果を教

授会に様式第１号の２により報告しなければならない。 

(議決) 

第５条 教授会は、前条の報告に基づき、修士及び教職修士の学位の授与について議決す

る。 

２ 前項の議決には、出席構成員の３分の２以上の賛成を必要とする。 

(審査結果の報告) 

第６条 教授会は、前条の規定により、修士の学位授与に関する議決を行ったときは、そ

の氏名、学位論文審査の要旨及び結果を、文書をもって学長に報告しなければならな

い。 

２ 教授会は、前条の規定により、教職修士の学位授与に関する議決を行ったときは、そ

の氏名及び学位研究報告書の審査の要旨及び結果を、文書をもって学長に報告しなけ

ればならない。 

(学位の様式) 

第７条 学則第 80 条第１項の規定により授与する学位の様式は、様式第２号のとおりと

する。 

２ 学則第 99 条第１項の規定により授与する学位の様式は、様式第３号のとおりとする。 

３ 学則第 111 条第２項の規定により授与する学位の様式は、様式第４号のとおりとす

る。 

(学位の名称の使用) 

第８条 学位の授与を受けた者は、学位の名称を用いるときは、当該学位名に「奈良教育

大学」の名称を付記するものとする。 

(学位の授与の取消) 

第９条 修士及び教職修士の学位を授与された者が、不正の方法により学位の授与を受け

た事実が判明したときは、学長は、教授会の議を経て、既に授与した学位を取り消し、

学位記を還付させることがある。 

(雑則) 

第 10 条 この規則に定めるもののほか、学位授与に関し必要な事項は別に定める。 

附 則 

この規則は、平成 16 年４月１日から施行する。 

 

（略） 

附 則(令和４年４月１日教育大規則第２号) 

１ この規則は、令和４年４月１日から施行し、令和４年度入学生から適用する。 

２ 令和３年度までに入学した者については、改正後の第３条及び第３条の２の規定にか

かわらず、なお従前の規定を適用する。 
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（３）奈良教育大学学位規則に関する細則 

(平成 16 年４月１日規則第 282 号) 

最近改正 平成 20 年７月 24 日規則第 67 号 

（目的） 

第１条  この細則は、奈良教育大学学位規則（平成１６年奈良教育大学規則第２８

１号。以下「学位規則」という。）第１０条の規定に基づき、その運用に

関し必要な事項を定める。 

 

第１款 修士課程 

 

（学位論文等の提出期限及び題目の提出） 

第２条 学位規則第２条に規定する学位論文等の提出期限は、１月２０日午後５

時までとする。ただし、この日が土曜日又は日曜日であるときは、その直後の

月曜日の午後５時までとする。 

２ 研究指導教員の認める理由により期限までに学位論文等を提出しなかった者

及び学位論文等の審査に合格しなかった者は、翌年度の８月２０日午後５時ま

でに学位論文等を提出することができる。前項ただし書の規定は、この場合に

ついて準用する。 

３ 学位論文等を提出しようとする者は、奈良教育大学大学院修士課程に１年以

上在学し、１５単位以上を修得して、９月３０日までに、研究指導教員の承認

を得て、その題目を学長に届け出なければならない。 

（学位論文等の審査請求届の提出期限） 

第３条 学位論文等の審査を受けようとする者は、１２月１０日までに審査請求

届を学長に提出しなければならない。ただし、前条第２項に規定する者は、翌

年度の６月１０日までとする。 

（最終試験の実施期日） 

第４条 学位規則第３条第５項に規定する最終試験は、２月１４日までに行う。

ただし、第２条第２項の定めるところにより学位論文等を提出した者について

は、翌年度の９月１０日までに行う。 

 

第２款  専門職学位課程 

 

（学位研究報告書の提出期限及びテーマの提出） 

第５条 学位規則第２条の２に規定する学位研究報告書の提出期限は、１月２０

日午後５時までとする。ただし、この日が土曜日又は日曜日であるときは、そ

の直後の月曜日の午後５時までとする。 

２ 指導教員の認める理由により期限までに学位研究報告書を提出しなかった者

及び学位研究報告書の審査に合格しなかった者は、翌年度の８月２０日午後５
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時までに学位研究報告書を提出することができる。前項ただし書の規定は、こ

の場合について準用する。 

３ 学位研究報告書を提出しようとする者は、奈良教育大学大学院専門職学位課

程に１年以上在学し、２５単位以上を修得して、９月３０日までに、指導教員

の承認を得て、そのテーマを学長に届け出なければならない。 

（学位研究報告書の審査請求届の提出期限） 

第６条 学位研究報告書の審査を受けようとする者は、１２月１０日までに審査

請求届を学長に提出しなければならない。ただし、前条第２項に規定する者は、

翌年度の６月１０日までとする。 

（最終試験の実施期日） 

第７条 学位規則第３条の２第３項に規定する最終試験は、２月１４日までに行

う。ただし、第６条第２項の定めるところにより学位研究報告書を提出した者

については、翌年度の９月１０日までに行う。 

附 則 

この細則は、平成 16 年４月１日から施行する。 

（略） 

附 則(平成 20 年７月 24 日規則第 67 号) 

この細則は、平成 21 年４月１日から施行する。 
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（４）成績評価に関する申合せ 

(平成 21 年３月６日規則第 18 号) 

最近改正 平成 31 年２月 21 日規則第８号

(趣旨) 

１ この申合せは、奈良教育大学(以下「大学」という。)が実施する授業科目の成績評

価に関し、必要な事項を定めるものとする。 

(成績評価方法) 

２ 大学における学生の成績評価については、以下に示す評価の妥当性、信頼性及び評価

方法の公平性の観点から行うものとする。 

(評価の妥当性) 

３ 成績評価は、カリキュラム・フレームワークの指標等に基づいて設定される到達目標

に対応する方法(定期試験・レポート・パフォーマンステスト・実技課題・学習への取

組など。以下「定期試験等」という。)により行うものとし、その妥当性について説明

できるものとする。 

(評価の信頼性) 

４ 成績評価は、定期試験等における採点を適正に行うものとする。採点を正確に行うた

めに、担当教員が一人の場合は、採点の基準を明確にする。また複数教員で担当する

場合は、担当教員の合議により行うものとし、特定の教員の成績評価が過度に反映さ

れないように配慮するものとする。 

５ 定期試験等の採点などの集計については適切に行い、集計された素点は 100 点満点

で算出するものとする。 

(評価方法の公平性) 

６ 成績評価は、定期試験だけでなく、適宜、授業内容に関する小レポートや実技課題な

どを求め、それを評価するものとする。 

(成績評価に関する相談) 

７ 学生は成績評価に関する疑問点等について相談を申し入れることができる。相談に関

し、必要な事項は別に定める。 

附 則 

この申合せは、平成 21 年３月６日から施行する。 

  

  （略） 

附 則(平成 31 年２月 21 日規則第８号) 

この申合せは、平成 31 年４月１日から施行する。 
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（５）奈良教育大学科目等履修生規則 

(平成 16 年４月１日規則第 261 号) 

最近改正 令和４年４月１日教育大規則第２号

(趣旨) 

第１条 奈良教育大学学則(平成 16 年奈良教育大学規則第１号。以下「学則」という。)

第 57 条第２項の規定に基づき、科目等履修生(以下「履修生」という。)について必要

な事項を定めるものとする。 

(入学資格) 

第２条 履修生の入学資格は、次の各号の一に該当する者とする。 

一 高等学校を卒業した者 

二 中等教育学校を卒業した者 

三 通常の課程による 12 年の学校教育を修了した者(通常の課程以外の課程により、

これに相当する学校教育を修了した者を含む。) 

四 外国において、学校教育における 12 年の課程を修了した者又はこれに準ずる者で

文部科学大臣の指定したもの 

五 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教

育施設の当該課程を修了した者 

六 専修学校の高等課程(修業年限が３年以上であることその他の文部科学大臣が定め

る基準を満たすものに限る。)で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が

定める日以後に修了した者 

七 文部科学大臣の指定した者 

八 高等学校卒業程度認定試験規則(平成 17 年文部科学省令第１号)による高等学校卒

業程度認定試験に合格した者(同規則附則第２条の規定による廃止前の大学入学資格

検定規程(昭和 26 年文部省令第 13 号)による大学入学資格検定に合格した者を含

む。) 

九 本学において、個別の入学資格審査により、高等学校を卒業した者と同等以上の

学力があると認めた者で、18 歳に達したもの 

十 国費留学生(日本語・日本文化研修留学生) 

(入学の出願) 

第３条 履修生として入学を志願する者は、次の各号に掲げる書類に検定料を添えて、学

長に願い出なければならない。ただし、本学大学院学生については別に定める。 

一 入学願書 

二 履歴書 

三 最終出身学校の卒業証明書又は修了証明書 

四 最終出身学校の成績証明書 

五 現に勤務している者は、所属長の承諾書。ただし、現職教育のため任命権者の命

により派遣される者及び産業教育振興法に基づく内地留学生については、その派遣

書とする。 
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六 写真 １枚 

(入学志願者の選考) 

第４条 履修生の選考は、書類選考のほか、学力検査(実技検査を含む。)及び面接を行

うことがある。 

(合格者) 

第５条 学長は、第３条の志願者について選考のうえ、教授会の議を経て、合格者を決定

する。 

(入学手続) 

第６条 前条の合格した者で、本学に入学しようとする者は、所定の期日までに別に定め

る書類を提出するとともに、入学料を納付しなければならない。 

２ 納付された入学料は、返還しない。 

(入学許可) 

第７条 学長は、前条の規定により入学手続を完了した者に対し、入学を許可する。 

(入学の時期) 

第８条 履修生の入学の時期は、各学期の始めとする。 

(履修期間) 

第９条 履修生の履修期間は、履修が許可された授業科目の開講学期とする。ただし、引

き続き履修を希望する者については、入学を許可された年度の翌年度まで、許可を得

て履修期間を延長することができる。 

２ 前項の規定に関わらず、第２条第４号に規定する履修生については、次年度にわたる

一括期間を履修期間として許可することができる。 

(単位認定) 

第 10 条 履修生で講義、演習、実験、実習若しくは実技にきめられた回数出席して、試

験に合格した者には、教授会の議を経て、学長が単位を与える。 

２ 履修生が１学期間に受講できる単位は、原則として５科目、10 単位以内とする。た

だし、本学大学院学生及び履修証明プログラム受講生については別に定める。 

(単位修得証明書の交付) 

第 11 条 履修生が、前条第１項により認定された単位については、単位修得証明書を交

付する。 

(検定料、入学料及び授業料) 

第 12 条 履修生の検定料、入学料及び授業料(以下「授業料等」という。)の額は、奈良

国立大学機構における授業料その他の費用を定める規程(令和４年度機構規程第 72 号)

に定めるとおりとする。 

２ 検定料は、入学の志望を受理されたとき、入学料は入学手続を行うとき、授業料は、

前期は５月末日までに、後期は 11 月末日までに、それぞれ納付しなければならない。 

３ 現職教育のため任命権者の命により派遣された教職員及び産業教育振興法(昭和 26

年法律第 228 号)に基づく内地留学生に対する授業料等は、徴収しない。ただし、単位

の認定を受けようとする者については授業料を納めなければならない。 
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４ 本学と諸外国の大学との間において締結された大学間交流協定及び学部間交流協定

(以下「協定」という。)に基づく外国人留学生のうち、協定又はその附属文書等にお

いて、授業料等が相互に不徴収と定められている場合は、これらを徴収しない。 

５ 本学大学院生に対する授業料等については、別に定める。 

６ 納付された授業料等は、返還しない。ただし、次の各号に該当する場合は、本人の申

し出により当該授業科目に係る授業料に相当する額を返還することができる。 

一 授業科目が不開講となった場合 

二 時間割が変更となり、履修が不可能な場合 

(在学期間等の変更) 

第 13 条 履修生が、特別な事情により、履修の取りやめ又は在学期間等の変更をする場

合は、学長に願い出なければならない。 

(退学) 

第 14 条 履修生が、本学の規定に違反し又は成業の見込みがないと認められる場合には、

学長は、教授会の議を経て退学を命ずることができる。 

(学則の準用) 

第 15 条 この規則に定めるもののほか、履修生に関し必要な事項は、学則の規定を準用

する。 

附 則 

この規則は、平成 16 年４月１日から施行する。 

  （略） 

附 則(令和４年４月１日教育大規則第２号) 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 
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２．専門職学位課程 

（１）奈良教育大学大学院専門職学位課程履修規則 

(平成 20 年４月１日規則第 10 号) 

 

最近改正 令和６年２月 28 日教育大規則第 14 号

(目的) 

第１条 奈良教育大学学則(平成 16 年奈良教育大学規則第１号)第 101 条に規定する、奈

良教育大学大学院専門職学位課程履修規則を定める。 

(学生の研究指導等) 

第２条 学生は、授業科目の履修等に関して、指導教員の指導を受けなければならない。 

２ 指導教員は、学生の申請に基づいて、教授会の議を経て学長が決定する。 

(授業科目) 

第３条 授業科目は、専攻共通科目（共通五領域）、実践科目(実習科目、演習科目)、

研究科目及び専門科目から成る。 

２ 開設授業科目及び単位数は、別表のとおりとする。 

(履修単位及び履修方法等) 

第４条 学生は、授業科目からそれぞれ次の単位数以上を別表により履修しなければなら

ない。 

(１) 専攻共通科目（共通五領域） 16 単位(各領域２単位以上必修) 

(２) 実践科目 14 単位（実習科目 10 単位、演習科目４単位） 

(３) 研究科目 ４単位 

(４) 専門科目 12 単位 

２ 実践科目の実習科目について、「課題探求実習」５単位と、「課題解決実習 A」５単

位又は「課題解決実習 B（特別支援教育）」５単位を必修とする。 

(実習科目の免除) 

第５条 現職教員である学生については、実践科目における実習科目のうち「課題探求実

習」を免除できるものとする。 

２ 実習科目の免除要件は次のとおりとし、該当する学生で免除を希望する場合は、「実

習科目免除願」を、入学後所定の期間内に学長に提出するものとする。 

実習の

種類 

単位

数 
免除要件 

課題探

求実習 

５ 教職経験のある学生が、口頭試問及びレポート等により当該実習科目の

到達目標基準に到達していると判断された場合 

３ 前項に定めるもののほか、実習科目の免除に関し、必要な事項は、別に定める。 

(履修届) 

第６条 学生は、当該学年内に履修しようとする授業科目について、所定の履修届を期日

までに届けるものとする。 

(履修できる単位数の制限) 

第７条 履修科目の登録は、年間 39 単位を上限とする。 
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(小学校教員免許取得プログラムの受講) 

第８条 小学校教員免許状を取得することを目的としたプログラム(以下「小学校教員免

許取得プログラム」という。)の受講を許可された学生は、本学教育学部において開設

する授業科目のうち、小学校教員免許状(一種)を取得するために必要な授業科目を履

修することができる。 

２ 小学校教員免許取得プログラムについて必要な事項は、別に定める。 

３ 前２項の規定により授業科目を履修し、当該授業科目の定期試験に合格した学生には

所定の単位を与えるものとする。 

(特別支援学校教員免許取得プログラムの受講) 

第８条の２ 特別支援学校教員免許状を取得することを目的としたプログラム(以下「特

別支援学校教員免許取得プログラム」という。)の受講を許可された学生は、本学教育

学部において開設する授業科目のうち、特別支援学校教員免許状(一種)を取得するた

めに必要な授業科目を履修することができる。 

２ 特別支援学校教員免許取得プログラムについて必要な事項は、別に定める。 

３ 前２項の規定により授業科目を履修し、当該授業科目の定期試験に合格した学生には

所定の単位を与えるものとする。 

(成績評価等) 

第９条 成績評価は、A(100-90)、B(89-80)、C(79-70)、D(69-60)及び E(59-０)の５段

階の評語をもつて表し、A、B、C 及び D を合格とし、単位を認定する。 

(学部授業科目の履修) 

第 10 条 学生は、高度専門職業人として教育上有益となる場合に限り、奈良教育大学教

育学部において開設する授業科目を履修することができる。 

２ 前項の規定に基づき履修し修得した単位は、第４条第１項各号に掲げる単位数には含

めないものとする。ただし、履修する単位は第７条に規定する年間履修単位数制限内

とする。 

３ 第１項の学部授業科目の履修については別に定める。 

(修士課程授業科目の履修) 

第 11 条 学生は、奈良教育大学大学院教育学研究科修士課程が開設する授業科目につい

て、授業担当教員の許可を得て、在学中 12 単位までの範囲で履修することができる。 

２ 前項の規定に基づき履修し修得した単位は「その他科目」とし、第４条第１項各号に

掲げる単位数には含めないものとする。ただし、履修する単位は第７条に規定する年

間履修単位数制限内とする。 

附 則 

この規則は、平成 20 年４月１日から施行する。 

  （略） 

附 則(令和６年２月 28 日教育大規則第 14 号) 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行し、令和６年度入学生から適用する。 

２ 令和５年度までに入学した者については、従前の規定を適用する。 
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別表（第３条第２項関係）

ESD-SDGsの理論と実践 2

教育課程の開発と改善 2

特別支援教育の教育課程論 2

指導と評価の一体化 2

道徳教育の理論と実践 2

ユニバーサルな授業デザイン 2

生徒指導と子どもの心 2

発達理論と教育実践 2

発達障害児の理解と支援 2

学級経営の基礎・基本 2

学校組織とアカウンタビリティ 2

特別支援教育と学校・学級経営 2

教師の発達とキャリア教育 2

学校危機管理論 2

インクルーシブ教育原論 2

課題探求実習 5

課題解決実習Ａ 5

課題解決実習Ｂ（特別支援教育） 5

へき地学校実習 2

遠隔教育実践演習 2

デジタル教材作成演習 2

学習の基盤力向上のためのICT活用演習 2

STEAM教育演習 2

授業力応用演習 2

授業力基礎演習 2

特別支援教育アセスメント事例研究 2

課題研究Ⅰ 2

課題研究Ⅱ 2

カリキュラム・マネジメント実践論 2

教師の成長と授業研究 2

地域とつくる学校 2

学級・学校づくりと特別活動 2

学級経営実践論 2

学級集団づくりの実践分析研究 2

ESDと総合的な学習の時間特講 2

ESDカリキュラムマネジメント 2

10単位以上
(「課題探求実習」と
「課題解決実習Ａ」
又は「課題解決実習
Ｂ（特別支援教育）」
を必修）

4単位以上

研
究
科
目

研究科目 4単位必修

実
践
科
目

実習科目

科目区分
単
位
数

修了必要単位

専
攻
共
通
科
目

（
共
通
五
領
域

）

教育課程の編成
及び実施に関す
る領域

16単位以上
（各領域から1科目・
2単位以上必修）

教科等の実践的
な指導方法に関
する領域

生徒指導及び教
育相談に関する
領域

学級経営及び学
校経営に関する
領域

学校教育と教員
の在り方に関する
領域

授業科目

12単位以上

学校教育マネジ
メント科目

演習科目

専
門
科
目
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ESDと地域創生 2

SDGsフィールドワーク 2

ESDと郷土教育・総合学習 2

ESDとしての教科教育実践 2

学校教育の情報化特論 2

教育のためのデータサイエンス 2

授業支援ツールを活用した授業設計 2

学校教育と心理学 2

子どもの「学び」と心理学 2

教育と臨床 2

子どもの発達の理解と支援 2

学校臨床の理論と実践 2

学級集団と心理学 2

教育支援と子どもの権利 2

学級集団のアクションリサーチ 2

子どもの権利を踏まえた教育支援の実践 2

保育・幼児教育の内容論と実践の展開 2

幼小連携・接続の理論と実践の展開 2

幼年教育の理論と実践 2

魅力ある幼稚園・保育所・こども園等の運営 2

幼年心理の理論と保育 2

幼児理解を深めるための実践研究 2

子ども家庭福祉の理論と実践 2

子育て支援の理論と実践 2

保育・幼児教育の質の確保と向上 2

保育・幼児教育の質的研究 2

LD児･ADHD児の理解と支援 2

特別支援教育の生理・病理 2

重度障害児の理解と支援 2

特別支援教育コーディネーター論 2

特別支援教育のシステム論 2

特別支援教育の心理学 2

自閉症児の理解と支援 2

教科の原理と授業づくり（国語） 2

ICTを含む授業実践（国語） 2

教科内容と教材開発（古典文学）Ⅰ 2

教科内容と教材開発（古典文学）Ⅱ 2

教科内容と教材開発（近代文学）Ⅰ 2

教科内容と教材開発（近代文学）Ⅱ 2

教科内容と教材開発（語彙・文法） 2

教育発達支援科
目

教科教育科目
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教科内容と教材開発（音声言語） 2

教科の原理と授業づくり（社会） 2

ICTを含む授業実践（社会） 2

教科内容と教材開発（社会・地理歴史Ⅰ） 2

教科内容と教材開発（社会・地理歴史Ⅱ） 2

教科内容と教材開発（社会・公民Ⅰ） 2

教科内容と教材開発（社会・公民Ⅱ） 2

教科の原理と授業づくり（英語） 2

教科内容と教材開発（テキストをスピーキングに活かす） 2

教科内容と教材開発（テキストをライティングに活かす） 2

教科内容と教材開発（英文法指導） 2

Organizing your classroom talk and assignments effectively 2

教科の原理と授業づくり（小学校外国語） 2

ICTを含む授業実践（小学校外国語・英語） 2

教科内容と教材開発（小学校外国語） 2

教科の原理と授業づくり（算数・数学） 2

ICTを含む授業実践（算数・数学） 2

教科内容と教材開発（解析） 2

教科内容と教材開発（確率・統計） 2

教科内容と教材開発（コンピュータ・応用数学） 2

教科内容と教材開発 (代数) 2

教科内容と教材開発 (幾何) 2

教科の原理と授業づくり（理科） 2

ICTを含む授業実践（理科） 2

教科内容と教材開発（理科：物理分野） 2

教科内容と教材開発（理科：化学分野） 2

教科内容と教材開発（理科：生物分野） 2

教科内容と教材開発（理科：地学分野） 2

教科の原理と授業づくり（技術） 2

ICTを含む授業実践（技術） 2

教科内容と教材開発（技術：電気情報分野） 2

教科内容と教材開発（技術：栽培分野） 2

教科の原理と授業づくり（家庭科） 2

ICTを含む授業実践（家庭科） 2

教科内容と教材開発（生活デザイン領域） 2

教科内容と教材開発（生活科学基礎実験領域） 2

教科内容と教材開発（健康生活領域） 2

教科の原理と授業づくり（音楽） 2

ICTを含む授業実践（音楽） 2

教科内容と教材開発（鑑賞・創作） 2
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教科内容と教材開発(表現領域・ピアノ) 2

教科内容と教材開発(表現領域・声楽) 2

教科の原理と授業づくり（図画工作・美術） 2

ICTを含む授業実践（図画工作・美術） 2

教科内容と教材開発＜絵画分野・絵に表す－平面的な造形表現＞ 2

教科内容と教材開発＜工芸分野・デザイン分野・工作に表す−用途
のある造形表現＞

2

教科内容と教材開発＜彫刻分野・立体に表す・造形遊び−立体的な
造形表現＞

2

教科の原理と授業づくり（書道） 2

ICTを含む授業実践（書道） 2

教科内容と教材開発（漢字書法） 2

教科内容と教材開発（書道史） 2

教科内容と教材開発（書道作品鑑賞） 2

教科の原理と授業づくり（保健体育） 2

ICTを含む授業実践(保健体育) 2

教科内容と教材開発（運動領域） 2

教科内容と教材開発（体育理論領域） 2

教科内容と教材開発（保健領域） 2
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（２）奈良教育大学大学院専門職学位課程長期履修学生取扱要項 

(平成 20 年３月 14 日規則第 11 号) 

最近改正 令和４年４月１日教育大要項等 

第１ 趣旨 

この要項は、奈良教育大学学則(平成 16 年奈良教育大学規則第１号)第 118 条第２項

の規定に基づき、専門職学位課程の長期履修学生に関し必要な事項を定める。 

第２ 対象者 

長期履修学生を希望することができる者は、次のいずれかに該当する者とする。 

一 職業を有している者 

二 家事、出産、育児、介護等を行う必要がある者 

三 障害のある者 

第３ 申請 

長期履修学生として、教育課程を履修することを希望する者は、次の各号に掲げる

書類を、所定の期間内に、学長に提出しなければならない。 

一 長期履修願 

二 第２のいずれかの号に該当することを証明する書類 

三 勤務先の所属長の承諾書(現職教員のみ) 

第４ 在学期間の変更 

長期履修学生が、長期在学期間の延長又は短縮を希望する場合は、次の各号に掲げ

る書類を、所定の期間内に、学長に提出しなければならない。 

一 長期在学期間変更願 

二 勤務先の所属長の承諾書(現職教員のみ) 

第５ 審査 

第３及び第４の提出書類については、審査を行い、教授会の議を経て、学長が許可

することができる。 

第６ 開始時期、期間 

長期履修の開始時期は学年の初めとし、その期間は１年単位とする。 

第７ 授業料 

長期履修学生の授業料の額は、奈良国立大学機構における授業料その他の費用を定

める規程(令和４年度機構規程第 72 号)に定めるとおりとする。 

第８ 雑則 

この要項に定めるもののほか、長期履修学生に関し必要な事項は、学長が別に定め

る。 

附 則 

この要項は、平成 20 年４月１日から施行する。 

附 則(令和４年４月１日教育大要項等) 

この要項は、令和４年４月１日から施行する。 
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（３）奈良教育大学大学院専門職学位課程小学校教員免許取得プログラムに 

関する取扱要項 

(平成 20 年３月 14 日規則第 12 号) 

最近改正 令和４年４月１日教育大要項等

第１ 趣旨 

奈良教育大学大学院専門職学位課程履修規則第８条の規定に基づき、小学校教員免

許取得プログラム(以下「プログラム」という。)の実施に関する事項は、この取扱要

項の定めるところによる。 

第２ 資格 

プログラムの受講を申請することができる者は、本学大学院専門職学位課程に入学

した者で、小学校教員免許状(一種)を取得していない者とする。 

第３ 申請 

プログラムの受講を希望する者は、別に定める申請書を、入学後所定の期日までに、

教務課に提出しなければならない。 

第４ 標準修業年限 

プログラム受講者の標準修業年限は、次のとおりとする。 

一 50 単位を超えない単位修得により、小学校教員免許状(一種)を取得可能な者 ３年 

二 一以外の者、及び一に該当する者で４年を希望する者 ４年 

第５ プログラム受講可否の決定 

プログラム受講の可否は、第３により申請した者について、教授会の議を経て決定

する。 

第６ 教職開発専攻教育課程の履修要件及び年次 

プログラム受講者は、小学校教員免許状(一種)の取得要件を備えたうえで、３年コ

ースは２年次より、４年コースは３年次より教職開発専攻の教育課程を履修するもの

とする。 

第７ 教職開発専攻教育課程授業科目の履修 

第６の規定にかかわらず、プログラム受講者は、プログラムの受講に支障がない場

合で、指導教員及び授業担当教員の許可を得て、次の教職開発専攻教育課程の授業科

目を履修することができるものとする。 

一 「専攻共通科目(共通五領域)」の各領域の授業科目 

二 「実習科目」の「へき地学校実習」 

第８ 特別支援教育に関する学部科目の履修 

プログラム受講者は、プログラムの受講に支障がない場合で、指導教員及び授業担

当教員の許可を得て、本学教育学部において開設する「特別支援教育に関する科目」

を履修することができるものとする。 

第９ 履修登録できる単位数の制限 

プログラム期間中の１年間に履修登録できる単位数の合計は、第７及び第８により

履修登録する単位数と合わせて、50 単位までとする。 
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第 10 受講の中止 

プログラム受講者が、同プログラムの受講を中止する場合は、あらかじめ指導教員

の承認を得て、別に定める受講中止申請書を教務課に提出しなければならない。 

第 11 雑則 

この要項に定めるほか、プログラムに関し必要な事項は別に定める。 

附 則 

この要項は、平成 20 年４月１日から施行する。 

 （略） 

附 則(令和４年４月１日教育大要項等) 

この要項は、令和４年４月１日から施行する。 
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（４）奈良教育大学大学院専門職学位課程特別支援学校教員免許取得 

プログラムに関する取扱要項 

(平成 28 年１月 28 日規則第５号) 

最近改正 令和４年４月１日教育大要項等 

第１ 趣旨 

奈良教育大学大学院専門職学位課程履修規則(平成 20 年規則第 10 号。以下「履修規

則」という。)第８条の２の規定に基づき、特別支援学校教員免許取得プログラム(以

下「プログラム」という。)の実施に関する事項は、この取扱要項の定めるところによ

る。 

第２ 資格 

プログラムの受講を申請することができる者は、本学大学院(専門職学位課程)に入

学した者で、学士の学位を有し、小学校、中学校、高等学校又は幼稚園の教諭の普通

免許状を有している者とする。 

第３ 申請 

プログラムの受講を希望する者は、別に定める申請書を、入学後所定の期日までに、

教務課に提出しなければならない。 

第４ 標準修業年限 

プログラム受講者の標準修業年限は、３年とする。 

第５ プログラム受講可否の決定 

プログラム受講の可否は、第３により申請した者について、教授会の議を経て決定

する。 

第６ 教職開発専攻教育課程の履修要件及び年次 

プログラム受講者は、原則として、「障害児教育実習(事前・事後指導１単位を含

む。)」の単位取得を除く特別支援学校教員免許状(一種)の取得要件を備えたうえで、

２年次より教職開発専攻の教育課程を履修するものとする。 

第６の２  

プログラム受講者は、原則として、２年次に「障害児教育実習(事前・事後指導１単

位を含む。)」を履修するものとする。なお、その履修する単位は、履修規則第７条に

規定する年間履修単位数制限内とする。 

第７ 教職開発専攻教育課程授業科目の履修 

第６の規定にかかわらず、プログラム受講者は、プログラムの受講に支障がない場

合で、指導教員及び授業担当教員の許可を得て、次の教職開発専攻教育課程の授業科

目を履修することができる。 

一 「専攻共通科目(共通五領域)」の各領域の授業科目 

二 「実習科目」の「課題探求実習」 

三 「実習科目」の「へき地学校実習」 

第８ 履修登録できる単位数の制限 
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プログラム期間中の１年間に履修登録できる単位数の合計は、第７により履修登録

する単位数と合わせて、50 単位までとする。 

第９ 受講の中止 

プログラム受講者が、同プログラムの受講を中止する場合は、あらかじめ指導教員

の承認を得て、別に定める受講中止申請書を教務課に提出しなければならない。 

第 10 雑則 

この要項に定めるほか、プログラムに関し必要な事項は別に定める。 

附 則 

この要項は、平成 28 年４月１日から施行する。 

 （略） 

附 則(令和４年４月１日教育大要項等) 

この要項は、令和４年４月１日から施行する。 
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（５）奈良教育大学大学院専門職学位課程科目等履修生規則 

(令和３年 10 月 28 日規則第 53 号) 

最近改正 令和４年４月１日教育大規則第２号

(趣旨) 

第１条 奈良教育大学学則（平成 16 年奈良教育大学規則第１号。以下「学則」という。）

第 57 条第２項の規定に基づき、科目等履修生（以下「履修生」という。）について必

要な事項を定めるものとする。 

(入学資格) 

第２条 履修生の入学資格は、次の各号の一に該当する者とする。 

一 大学（学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第 83 条に規定する大学をいう。以下

同じ。）を卒業した者 

二 学校教育法第 104 条第７項の規定により学士の学位を授与された者 

三 外国において、学校教育における 16 年の課程を修了した者 

四 我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における 1

6 年の課程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教

育制度において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するも

のの当該課程を修了した者 

五 専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定

める基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大

臣が定める日以後に修了した者 

六 文部科学大臣の指定（昭和 28 年２月７日文部省告示第５号）した者 

七 大学に３年以上在学し、又は外国において学校教育における 15 年の課程を修了し、

所定の単位を優れた成績をもって修得したものと本学研究科において認めた者 

八 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することによ

り当該外国の学校教育における 16 年の課程を修了した者 

九 本学研究科において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上

の学力があると認めた者で、22 歳に達したもの 

(入学の出願) 

第３条 履修生として入学を志願する者は、次の各号に掲げる書類に検定料を添えて学長

に願い出なければならない。 

一 入学願書 

二 履歴書 

三 前条第一号に該当する者にあっては、最終出身大学の卒業（修了）証明書又は卒

業（修了）見込証明書 

四 前条第二号、第三号又は第四号に該当する者にあっては、当該事実を証明する資

料 

五 最終出身学校の成績証明書 
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六 現に勤務している者は、所属長の承諾書。ただし、現職教育のため任命権者の命

により派遣される者及び産業教育振興法に基づく内地留学生については、その派遣

書とする。 

七 写真 １枚 

(入学志願者の選考) 

第４条 履修生の選考は、書類選考のほか、学力検査（実技検査を含む。）及び面接を行

うことがある。 

(合格者) 

第５条 学長は、第３条の志願者について選考のうえ、教授会の議を経て、合格者を決定

する。 

(入学手続) 

第６条 前条の合格した者で、本学に入学しようとする者は、所定の期日までに別に定め

る書類を提出するとともに、入学料を納付しなければならない。 

２ 納付された入学料は、返還しない。 

(入学許可) 

第７条 学長は、前条の規定により入学手続を完了した者に対し、入学を許可する。 

(入学の時期) 

第８条 履修生の入学の時期は、各学期の始めとする。 

(履修期間) 

第９条 履修生の履修期間は、履修が許可された授業科目の開講学期とする。ただし、引

き続き同一科目の履修を希望する者については、入学を許可された年度の翌年度まで、

許可を得て履修期間を延長することができる。 

(単位認定) 

第 10 条 履修生で講義、演習、実験、実習又は実技に決められた回数出席して試験に合

格した者には、教授会の議を経て、単位を与える。 

２ 履修生が１年間に受講できる授業科目の単位数は、６単位以内とする。 

(単位修得証明書の交付) 

第 11 条 履修生が前条第１項により認定された単位については、申請により単位修得証

明書を交付する。 

(検定料、入学料及び授業料) 

第 12 条 履修生の検定料、入学料及び授業料（以下「授業料等」という。）の額は、奈

良国立大学機構における授業料その他の費用を定める規程（令和４年度機構規程第 72

号）に定めるとおりとする。 

２ 検定料は、入学の志望を受理されたとき、入学料は入学を許可されたとき、授業料は、

前期は５月末日までに、後期は 11 月末日までに、それぞれ納付しなければならない。 

３ 現職教育のため任命権者の命により派遣された教職員及び産業教育振興法（昭和 26

年法律第 228 号）に基づく内地留学生に対する授業料等は、徴収しない。ただし、単

位の認定を受けようとする者については、授業料を納めなければならない。 
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４ 納付された授業料等は、返還しない。ただし、次の各号に該当する場合は、本人の申

し出により授業料を返還することができる。 

一 授業科目が不開講となった場合 

二 時間割が変更となり、履修が不可能な場合 

(在学期間等の変更) 

第 13 条 履修生が、特別な事情により、履修を取りやめ又は在学期間等を変更しようと

する場合は、学長に願い出なければならない。 

(退学) 

第 14 条 履修生が、本学の規則に違反し又は成業の見込みがないと認められた場合には、

学長は教授会の議を経て退学を命ずることができる。 

(学則の準用) 

第 15 条 この規則に定めるもののほか、履修生に関し必要な事項は、学則の規定を準用

する。 

附 則 

この規則は、令和３年 11 月１日から施行する。 

附 則(令和４年４月１日教育大規則第２号) 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

-43-



（６）奈良教育大学大学院専門職学位課程特別聴講学生規則 

(令和３年 10 月 28 日規則第 54 号) 

最近改正 令和４年４月１日教育大規則第２号

(趣旨) 

第１条 奈良教育大学学則（平成 16 年奈良教育大学規則第１号。以下「学則」という。）

第 58 条第２項の規定に基づき、大学院専門職学位課程特別聴講学生（以下、「特別聴

講学生」という。）について必要な事項を定めるものとする。 

(入学資格) 

第２条 特別聴講学生の入学資格は、本学が学生交流に関する協定を締結した他大学の大

学院の学生で、教育上有益と認められたものとする。 

(入学の出願) 

第３条 特別聴講学生として入学を志願する者は、所属の大学を通じて次の各号に掲げる

書類を提出しなければならない。 

一 入学願書 

二 所属大学長の推薦書 

三 健康診断書 

四 写真 

(入学の時期) 

第４条 入学の時期は、原則として学期の始めとする。 

２ 外国の大学院の学生を特別聴講学生として受け入れる場合において特別の事情がある

と認めるときは、その入学の時期は、前項の規定にかかわらず、その都度定める。 

(入学の許可) 

第５条 特別聴講学生の入学許可は、所定の手続きを行った者について、教授会の議を経

て、学長が決定する。 

(在学期間) 

第６条 在学期間は、１年以内とする。ただし、引き続き在学を願い出たときは、教授会

の議を経て、在学期間の延長を許可することがある。 

(検定料、入学料及び授業料) 

第７条 検定料及び入学料は徴収しない。 

２ 特別聴講学生が国立の大学院の学生であるときは、授業料は徴収しない。 

３ 特別聴講学生が公立、私立及び外国の大学院の学生であるときは、奈良国立大学機構

における授業料その他の費用を定める規程（令和４年度機構規程第 72 号）に定める額

の授業料を徴収するものとする。ただし、外国の大学との協定において、授業料が相

互に不徴収とされている場合には徴収しない。 

４ 納付された授業料は、返還しない。 

(単位の修得等) 

第８条 受講及び単位の修得については、大学院専門職学位課程の履修規則を適用する。 

(単位の授与) 
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第９条 前条により単位を修得し、教授会において単位を認定されたときは、単位を与え

証明書を交付する。 

(在学期間等の変更) 

第 10 条 特別聴講学生が、止むを得ない理由により聴講の取りやめ、又は、在学期間等

の変更をする場合は、書類をもって学長に願い出なければならない。 

(退学) 

第 11 条 特別聴講学生が、本学の規則に違反し、又は成業の見込みがないと認められる

場合には、学長は、教授会の議を経て退学を命ずることがある。 

(学則の準用) 

第 12 条 この規則に定めるもののほか、特別聴講学生に関し必要な事項は、学則の規定

を準用する。 

附 則 

この規則は、令和３年 11 月１日から施行する。 

附 則(令和４年４月１日教育大規則第２号) 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 
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（７）奈良教育大学大学院専門職学位課程特別研究学生規則 

(令和３年 10 月 28 日規則第 55 号) 

最近改正 令和４年４月１日教育大規則第２号

(趣旨) 

第１条 奈良教育大学学則（平成 16 年奈良教育大学規則第１号。以下「学則」という。）

第 119 条第２項の規定に基づき、大学院専門職学位課程特別研究学生（以下「特別研

究学生」という。）に関し必要な事項を定めるものとする。 

(受入れの許可) 

第２条 特別研究学生の受入れは、教授会の議を経て、学長が許可する。 

(入学の時期) 

第３条 特別研究学生の入学の時期は、学年又は学期の始めとする。ただし、特別な事情

がある場合は、この限りでない。 

(検定料、入学料及び授業料) 

第４条 特別研究学生については、検定料及び入学料は徴収しない。 

２ 特別研究学生が公立、私立及び外国の大学院の学生であるときは、奈良国立大学機構

における授業料その他の費用を定める規程（令和４年度機構規程第 72 号）に定める額

の授業料を徴収するものとする。ただし、国立大学の大学院学生、大学間特別研究学

生交流協定に基づく特別研究学生及び大学間交流協定に基づく外国人留学生について

は、授業料は徴収しない。 

３ 納付された授業料は、返還しない。 

(研究期間) 

第５条 研究期間は、１年を超えないものとする。 

(学則の準用) 

第６条 この規則に定めるもののほか、特別研究学生に関し必要な事項は、学則の規定を

準用する。 

附 則 

この規則は、令和３年 11 月１日から施行する。 

附 則(令和４年４月１日教育大規則第２号) 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

-46-



（８）奈良教育大学大学院専門職学位課程研究生規則 

(平成 21 年７月 30 日規則第 48 号) 

最近改正 令和４年４月１日教育大規則第２号 

(趣旨) 

第１条 奈良教育大学学則(平成 16 年奈良教育大学規則。以下「学則」という。)第 56

条第２項に基づき、大学院専門職学位課程研究生(以下、「研究生」という。)につい

て必要な事項を定める。 

(目的) 

第２条 本学において特定の教育実践領域について高度な専門研究を行う者に対し、その

研究に関する知識及び技能を修得させ、研究の成果をあげさせることを目的とする。 

(入学資格) 

第３条 研究生の入学資格は、大学院修了者で教育職員免許法に定める教育職員免許状を

有している者又はこれと同等以上の学力を有すると認められる者で、特定の領域につ

いて研究成果をあげ得ると認められる者とする。 

(入学志願) 

第４条 研究生として入学を志願する者は、次の各号に定める書類に検定料を添えて、学

長に願い出なければならない。 

一 入学願書 

二 履歴書 

三 最終出身学校の卒業(修了)証明書及び成績証明書 

四 研究主題についての研究歴及び研究計画を記したもの 

五 研究の指導を受けようとする教員の内諾書 

六 教育職員免許状授与証明書 

七 現職教員については、所属長の承諾書 

八 写真 １枚 

(研究生の選考) 

第５条 研究生の選考は、書類選考のほか、学力検査(実技検査を含む。)及び面接を行

うことがある。 

(入学手続及び入学許可) 

第６条 学長は、教授会の議を経て、合格者を決定する。 

２ 合格した者は、入学料を添えて所定の手続きをとらなければならない。 

３ 学長は、前条の入学手続を完了した者に入学を許可する。 

(入学の時期) 

第７条 研究生の入学の時期は、学年又は学期の始めとする。ただし、特別の事情がある

ときは、この限りでない。 

(研究期間) 

第８条 研究期間は、入学を許可された年度の１年以内とする。ただし、引続き研究を希

望する者は、通算２年の範囲内で許可を得てこの期間を延長することができる。 
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(指導教員等) 

第９条 研究生の指導教員(以下「研究生指導教員」という。)は、研究課題に応じ学長

が定める。 

２ 研究生は、特定の研究課題について研究生指導教員の指導を受けるほか、研究生指導

教員及び授業科目担当教員の承認を得て、他の学生の教育に支障のない範囲において

当該研究に関連のある授業の聴講が認められる。ただし、単位を修得することはでき

ない。 

(研究の修了) 

第 10 条 研究生が所定の期間在学し、その研究を終えた場合には、研究成果の概要等を

記載した研究修了届を研究生指導教員を経て学長に提出しなければならない。 

２ 学長は、研究修了者に対し、研究を修了した旨の証明書を交付することができる。 

(検定料、入学料及び授業料) 

第 11 条 研究生の検定料、入学料及び授業料(以下「授業料等」という。)の額は、奈良

国立大学機構における授業料その他の費用を定める規程(令和４年度機構規程第 72 号)

に定めるとおりとする。 

２ 研究生の授業料は、４月よりの６か月分については５月末日までに、10 月よりの６

か月分については 11 月末日までに納入しなければならない。ただし、研究期間が６か

月未満であるときは、その期間分に相当する額を当該期間における当初の月に納入し

なければならない。 

３ 現職教育のため任命権者の命により派遣された者及び産業教育振興法(昭和 26 年法

律第 228 号)に基づく内地留学生に対する授業料等は、徴収しない。 

４ 納付された授業料等は、返還しない。ただし、授業料を納入した研究生が在学中に研

究の中止を認められ、授業料の返還を申し出た場合は、研究中止月の翌月以降分の授

業料を返還することができる。 

(実験実習費) 

第 12 条 研究生の実験、実習等に要する費用は、研究生の負担とすることがある。 

(研究の中止) 

第 13 条 研究を中止しようとするときは、研究生指導教員を経て、学長に届け出るもの

とする。 

(除籍) 

第 14 条 研究生として不適当と認められる行為があったとき又は第 11 条第２項に定め

る授業料納入期間内に授業料を納めないときは、教授会の議を経て、学長がこれを除

籍する。 

(学則の準用) 

第 15 条 この規則に定めるもののほか、研究生に関し必要な事項は、学則の規定を準用

する。 

附 則 

この規則は、平成 21 年７月 30 日から施行する。 

  （略） 

附 則(令和４年４月１日教育大規則第２号) 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

-48-



（９）奈良教育大学大学院専門職学位課程既修得単位に関する取扱要項 

(平成 20 年３月 14 日規則第 13 号) 

最近改正 令和５年１月 25 日教育大要項等

１ 奈良教育大学学則(平成 16 年奈良教育大学規則第１号。以下「学則」という。)第 10

5 条による既修得単位の認定に関する事項は、この取扱要項の定めるところによる。 

２ 既修得単位の認定条件は、学則第 105 条第２項の範囲内で、他の大学院において修

得した授業科目の授業内容が同一程度のものであると判断した場合に限り、本学大学

院専門職学位課程において開設している「専門科目」として認定する。なお、他の教

職大学院において修得した授業科目については、「専攻共通科目（共通五領域）」と

して認定することができるものとする。ただし、他の大学院において修得した単位数

が、本学のそれに満たない場合は認定を行わない。 

３ 前項で認定しようとする科目が、教育職員免許法施行規則（昭和 29 年文部省令第 26

号）に定める科目のうちの領域に関する専門的事項に関する科目及び教科に関する専

門的事項に関する科目以外の科目である場合は、前項の規定にかかわらず、認定課程

を有する大学院(授与を受けようとする普通免許状に係る学校に相当する学校の教員を

養成する外国の大学院含む。)において修得した単位に限り認定するものとする。 

４ 既修得単位の単位認定を受けようとする者は、次の書類を入学した年の原則として、

前期履修登録日までに、教務課に提出しなければならない。 

一 既修得単位認定願(別紙様式１) 

二 授業科目明細書(別紙様式２) 

三 成績証明書 

四 その他本学が必要と認めた書類(教育職員免許法第７条に定める学力に関する証明

書等) 

５ 既修得単位にかかる授業科目の判定は、当該授業科目を担当する教員が行い、その意

見書を添付する。 

６ 前項で判定された授業科目についての審議は、教務委員会が行う。 

７ 既修得単位を認定された者の学籍簿の取扱は、次により処理する。 

一 認定された当該授業科目は、学期欄に「認定」と記入する。 

二 「「認定」は、学則第 105 条による」旨を記入する。 

８ この取扱要項により、既修得単位を認定された者は、認定された単位に換えて他の科

目の履修をし、学習内容の豊富化を図るものとする。 

附 則 

この取扱要項は、平成 20 年４月１日から施行する。 

 

  （略） 

附 則(令和５年１月 25 日教育大要項等) 

この要項は、令和５年４月１日から施行する。 
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（10）大学院専門職学位課程研究生受入れに関する申合せ 

(平成 21 年７月 30 日規則第 49 号) 

最近改正 令和５年１月 25 日教育大要項等

 

１ 奈良教育大学大学院専門職学位課程研究生規則(以下「規則」という。)第３条に定

める入学資格は、大学院修了者で教育職員免許法に定める教育職員免許状を有してい

る者のほか次の各号の一に該当する者とする。 

一 教育職員免許法に定める教育職員免許状を有し、研究生としての研究計画に係わ

る教育・研究又は業務に大学卒業後３年以上(短期大学卒業の場合は５年以上)従事

している者 

二 教員研修留学生制度に基づく留学生 

三 外国政府派遣制度に基づく留学生 

２ 規則第４条に定める願い出に当たっては、希望する研究生指導教員の内諾を得るもの

とする。 

附 則 

この取扱要項は、平成２１年７月３０日から施行する。 

  （略） 

附 則(令和５年１月 25 日教育大要項等) 

この要項は、令和５年４月１日から施行する。 
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（11）奈良教育大学大学院専門職学位課程学生の科目等履修生規則の運用 

に係る申し合わせ 

(平成 20 年３月 14 日規則第 14 号) 

最近改正 令和４年４月１日教育大要項等

１ この申し合わせは、奈良教育大学科目等履修生規則(平成 16 年奈良教育大学規則第 2

61 号。以下「規則」という。)第３条、第 10 条第２項及び第 12 条第５項の規定に基

づき、奈良教育大学大学院専門職学位課程学生の学部授業科目の履修に関し、必要な

事項を定める。 

２ 規則第３条に定める出願書類については、大学院専門職学位課程学生用学部科目等履

修生入学願書とし、その他の書類については省略できるものとする。 

３ 規則第 10 条第２項に定める受講できる単位数は、在学中に 12 単位以内とする。 

４ 「教育実習」については、履修を認めないものとする。 

５ 小学校教員免許プログラム受講学生については、３年コースの者は２年次以降、４年

コースの者は３年次以降に、特別支援学校教員免許取得プログラム受講学生について

は、２年次以降に履修できるものとする。 

６ 規則第 12 条第５項に定める検定料、入学料及び授業料については、当分の間徴収し

ないものとする。 

附 則 

この申し合わせは、平成 20 年４月１日から施行する。 

  （略） 

附 則(令和４年４月１日教育大要項等) 

この申し合わせは、令和４年４月１日から施行する。 
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（12）大学院専門職学位課程において実習により修得する単位の免除に 

関する取扱要項 

(平成 22 年２月 18 日規則第６号) 

最近改正 令和５年１月 25 日教育大要項等

１ 奈良教育大学学則(平成 16 年奈良教育大学規則第１号。)第 101 条第２項及び大学院

専門職学位課程履修規則(平成 20 年奈良教育大学規則第 10 号。以下「履修規則」とい

う。)第５条に定めるもののほか、専門職学位課程において実習により修得する単位

(以下「実習単位」という。)の免除に関する事項は、この取扱要項の定めるところに

よる。 

２ 実習単位の免除を受けようとする者は、実習科目免除願(別紙様式１)及び教育・研

究実績証明書(別紙様式２)を、原則として、入学した年の前期履修登録日までに、教

務課に提出しなければならない。 

３ 実習単位の免除に係る審査は、専門職学位課程担当の専任教員３名以上で構成する審

査会において行う。 

４ 審査会は、当該免除申請に係る実習科目の到達目標基準への適合の可否について、別

に定める審査基準に基づき、審査を行うものとする。 

５ 前項で審査された実習単位の免除については、教務委員会、教授会の議を経て、学長

が決定する。 

６ 実習単位の免除の審査方法、審査基準に関しては、専門職学位課程担当の専任教員 3

名以上及び学外の学識有識者３名をもって構成する実習免除評価委員会による評価を

行い、審査の客観性を確保するものとする。 

７ 免除した実習単位に係るが学籍簿の取扱いは、次により処理するものとする。 

(１) 実習による単位修得を免除した授業科目については、「免除は、学則第 101 条

第３項による」旨を記入する。 

附 則 

この取扱要項は、平成 22 年２月 18 日から施行する。 

  （略） 

附 則(令和５年１月 25 日教育大要項等) 

この要項は、令和５年４月１日から施行する。 
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３．修士課程 

（１）奈良教育大学大学院修士課程履修規則 

(平成 16 年４月１日規則第 271 号) 

最近改正 令和６年２月 28 日教育大規則第 14 号

(目的) 

第１条 奈良教育大学学則(平成 16 年奈良教育大学規則第１号)第 93 条に規定する、奈

良教育大学大学院修士課程履修規則を定める。 

(学生の所属等及び研究指導等) 

第２条 学生は、一つの専攻に所属し、専攻内の一つの専修を選択するものとする。 

２ 学生は、授業科目の履修及び修士論文作成に関して研究指導教員の指導を受けなけれ

ばならない。 

３ 研究指導教員は、学生の申請に基づいて、教授会の議を経て学長が決定する。 

(授業科目) 

第３条 授業科目は、共通コア科目、実践コア科目、専門深化科目及び課題研究から成る。 

２ 開設授業科目及び単位数は、別表のとおりとする。 

(履修単位及び履修方法等) 

第４条 学生は、専攻・専修の修学方法に応じて、授業科目からそれぞれ次の単位数以上

を別表により履修しなければならない。 

(１) 共通コア科目 ８単位 

(２) 実践コア科目 ２単位 

(３) 専門深化科目 14 単位（各領域２単位以上） 

(４) 課題研究 ４単位 

２ 実践コア科目と専門深化科目は、併せて 18 単位以上履修するものとする。 

３ 課題研究については、研究指導教員と専修関係教員の指導助言により課題を定めて研

究を行うが、必要に応じて関係教員の指導のもとに附属学校(園)、ESD・SDGs センタ

ー等の協力を得ることができる。 

(成績評価等) 

第５条 成績評価は、A(100-90)、B(89-80)、C(79-70)、D(69-60)及び E(59-０)の５段

階の評語をもつて表し、A、B、C 及び D を合格とし、単位を認定する。 

(学部科目の履修) 

第６条 学生は、当該専攻・専修の研究上有益となる場合に限り、奈良教育大学教育学部

において開設する授業科目を履修することができる。 

２ 前項の規定に基づき履修し修得した単位は、第４条第１項各号に掲げる単位数には含

めないものとする。 

３ 第１項の学部授業科目の履修については別に定める。 

(専門職学位課程授業科目の履修) 
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第７条 学生は、奈良教育大学大学院教育学研究科専門職学位課程が開設する授業科目に

ついて、授業担当教員の許可を得て、年間 12 単位まで（ただし、１学期当たり８単位

まで）の範囲で履修することができる。 

２ 前項の規定に基づき履修した単位は、「その他科目」とし、第４条第１項各号に掲げ

る単位数には含めないものとする。 

(修士論文) 

第８条 修士論文は、専攻又は専修に関する主題で、教育に関わる人材としての、伝統文

化の持続発展や国際理解教育の進展に寄与しうる内容を有する学術論文とする。 

附 則 

１ この規則は、平成 16 年４月１日から施行し、平成 16 年度入学者から適用する。 

２ 平成 16 年３月 31 日以前に入学した学生については、入学年度に適用された奈良教

育大学大学院履修規程(昭和 58 年４月 14 日制定)があるものとみなして適用する。 

   （略） 

附 則(令和６年２月 28 日教育大規則第 14 号) 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行し、令和６年度入学生から適用する。 

２ 令和５年度までに入学した者については、従前の規定を適用する。 
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別表（第３条第２項関係）

〇伝統文化教育・国際理解教育専攻

授業科目
単
位
数

世界の中の奈良　―文化を知り・つなぎ・伝える― 4

グローバル･シティズンシップ教育論 2

SDGsと教育 2

伝統文化の継承と発信 4

書道の芸術性と実用性 2

多文化共生社会創造のための教育 2

美術工芸文化財学Ⅰ（美術作品の「物語」） 2

美術工芸文化財学Ⅱ（美術作品との対話） 2

文化財技法Ⅰ（文化財の保存と技法の継承） 2

文化財技法Ⅱ（文化財技法の追体験） 2

文化財科学Ⅰ（文化財科学の方法） 2

文化財科学Ⅱ（文化財科学の実践） 2

漢字書法演習（臨書から創作への展開） 2

仮名書法演習（臨書から創作への展開） 2

書道芸術研究（書の背景） 2

書道文化研究（文字とは何か） 2

言語文化研究Ⅰ（日本語教育の原理） 2

言語文化研究Ⅱ（日本語教育の実践） 2

言語文化研究Ⅲ（漢文学とは何か） 2

言語文化研究Ⅳ（奈良ゆかりの日本漢文） 2

言語文化研究Ⅴ（身近な言葉） 2

言語文化研究Ⅵ（言語構造の探究） 2

国際理解教育Ⅰ（シティズンシップ教育の原理） 2

国際理解教育Ⅱ（複言語・複文化教育の原理） 2

国際理解教育Ⅲ（シティズンシップ教育の実践） 2

国際理解教育Ⅳ（複言語・複文化教育の実践） 2

課題研究 4

専
門
深
化
科
目

伝
統
文
化
教
育
領
域

14単位以上
（各領域
2単位以上）

国
際
理
解
教
育
領
域

課題研究 4単位

実践コア科目と
専門深化科目
併せて18単位
以上

科目区分

共
通
コ
ア
科
目

実
践
コ
ア
科
目

2単位以上

修了必要単位

8単位
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（２）学位論文及び卒業論文の審査項目等について 

                                       

平成２１年６月３日 

教 務 委 員 長 

 

（趣旨・目的） 

 学生の卒業時・修了時における質の確保を図るとともに、教員の教育能力の向上を図る

観点から、学生に対してあらかじめ各授業における学修目標や目標達成のための授業の方

法、学位論文の作成や審査に至るプロセス及び課程の年間計画等を明示することが必要で

ある。また、学修の成果に係る評価及び卒業・修了の認定に当たっては、学生に対してそ

れに係る成績評価の方針をあらかじめ明示するとともに、当該方針に沿って厳格な成績評

価を実施することが必要である。これを踏まえ、学位論文及び卒業論文（以下「論文」と

いう。）の作成指導及び審査については、下記によるものとする。 

 

記 

 

（基本的審査項目） 

 教務委員会において、決定した基本的審査項目は下記のとおりである。この「基本的審

査項目」は、大学院修士課程及び教育学部における教育目的に即したものとして掲げてお

り、これを基本に、必要に応じ、各専修等がそれぞれの論文の特性を十分に考慮した適正

な審査項目を策定するものとする。 

 

 大学院修士課程「学位論文」 

  Ａ）課題：研究テーマを選んだ動機とその意義付けが明確か 

  Ｂ）手法：目的達成のための手法が適切か 

  Ｃ）結果：研究結果の記述が適切か 

  Ｄ）議論：得られた結果の解釈が論理的か 

  Ｅ）引用：関連する研究の評価や引用が適切か 

  Ｆ）到達：得られた成果に学術的意義があるか 

  Ｇ）示唆：研究結果に社会的・教育的示唆があるか 

 教育学部「卒業論文」 

  Ａ）課題：研究テーマを選んだ動機とその意義付けが明確か 

  Ｂ）手法：目的達成のための手法が適切か 

  Ｃ）結果：研究結果の記述が適切か 

  Ｄ）議論：得られた結果の解釈が論理的か 

  Ｅ）引用：関連する研究の評価や引用が適切か 

 

（審査項目等の明示等） 

奈良教育大学卒業論文規則及び奈良教育大学学位規則に定めるもののほか、論文の作成

手順、それぞれの論文の特性を十分に考慮した適正な審査項目及び審査に至る過程につい

て、あらかじめ学生に対して明示し、適切に作成指導及び審査を行うものとする。 
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（３）奈良教育大学大学院修士課程長期履修学生取扱要項 

(平成 16 年４月１日規則第 280 号) 

最近改正 令和４年４月１日教育大要項等 

第１ 趣旨 

この要項は、奈良教育大学学則(平成 16 年奈良教育大学規則第１号)第 118 条第２項

の規定に基づき、修士課程の長期履修学生に関し必要な事項を定める。 

第２ 対象者 

長期履修学生を希望することができる者は、次のいずれかに該当する者とする。 

一 職業を有している者 

二 家事、出産、育児、介護等を行う必要がある者 

三 障害のある者 

第３ 申請 

長期履修学生として、教育課程を履修することを希望する者は、次の各号に掲げる

書類を、所定の期間内に、学長に提出しなければならない。 

一 長期履修願 

二 第２のいずれかの号に該当することを証明する書類 

三 勤務先の所属長の承諾書(現職教員のみ) 

第４ 在学期間の変更 

長期履修学生が、長期在学期間の延長又は短縮を希望する場合は、次の各号に掲げ

る書類を、所定の期間内に、学長に提出しなければならない。 

一 長期在学期間変更願 

二 勤務先の所属長の承諾書(現職教員のみ) 

第５ 審査 

第３及び第４の提出書類については、審査を行い、教授会の議を経て、学長が許可

することができる。 

第６ 開始時期、期間 

長期履修の開始時期は、学年の初めとし、その期間は１年単位とする。 

第７ 授業料 

長期履修学生の授業料の額は、奈良国立大学機構における授業料その他の費用を定

める規程(令和４年度規程規程第 72 号)に定めるとおりとする。 

第８ 雑則 

この要項に定めるもののほか、長期履修学生に関し必要な事項は、学長が別に定め

る。 

附 則 

この要項は、平成 16 年４月１日から施行し、平成 16 年度入学者から適用する。 

 （略） 

附 則(令和４年４月１日教育大要項等) 

この要項は、令和４年４月１日から施行する。 
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（４）奈良教育大学大学院修士課程科目等履修生規則 

(平成 16 年４月１日規則第 275 号) 

最近改正 令和４年４月１日教育大規則第２号 

(趣旨) 

第１条 奈良教育大学学則(平成 16 年奈良教育大学規則第１号。以下「学則」という。)

第 57 条第２項の規定に基づき、科目等履修生(以下「履修生」という。)について必要

な事項を定めるものとする。 

(入学資格) 

第２条 履修生の入学資格は、次の各号の一に該当する者とする。 

一 大学(学校教育法(昭和 22 年法律第 26 号)第 83 条に規定する大学をいう。以下同

じ。)を卒業した者 

二 学校教育法第 104 条第７項の規定により学士の学位を授与された者 

三 外国において、学校教育における 16 年の課程を修了した者 

四 我が国において、外国の大学の課程(その修了者が当該外国の学校教育における 16

年の課程を修了したとされるものに限る。)を有するものとして当該外国の学校教育

制度において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するもの

の当該課程を修了した者 

五 専修学校の専門課程(修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定め

る基準を満たすものに限る。)で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が

定める日以後に修了した者 

六 文部科学大臣の指定(昭和 28 年２月７日文部省告示第５号)した者 

七 大学に３年以上在学し、又は外国において学校教育における 15 年の課程を修了し、

所定の単位を優れた成績をもって修得したものと本学研究科において認めた者 

八 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することによ

り当該外国の学校教育における 16 年の課程を修了した者 

九 本学研究科において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上

の学力があると認めた者で、22 歳に達したもの 

(入学の出願) 

第３条 履修生として入学を志願する者は、次の各号に掲げる書類に検定料を添えて学長

に願い出なければならない。 

一 入学願書 

二 履歴書 

三 前条第一号に該当する者にあっては、最終出身大学の卒業(修了)証明書又は卒業

(修了)見込証明書 

四 前条第二号、第三号又は第四号に該当する者にあっては、当該事実を証明する資

料 

五 最終出身学校の成績証明書 
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六 現に勤務している者は、所属長の承諾書。ただし、現職教育のため任命権者の命

により派遣される者及び産業教育振興法に基づく内地留学生については、その派遣

書とする。 

七 写真 １枚 

(入学志願者の選考) 

第４条 履修生の選考は、書類選考のほか、学力検査(実技検査を含む。)及び面接を行

うことがある。 

(合格者) 

第５条 学長は、第３条の志願者について選考のうえ、教授会の議を経て、合格者を決定

する。 

(入学手続) 

第６条 前条の合格した者で、本学に入学しようとする者は、所定の期日までに別に定め

る書類を提出するとともに、入学料を納付しなければならない。 

２ 納付された入学料は、返還しない。 

(入学許可) 

第７条 学長は、前条の規定により入学手続を完了した者に対し、入学を許可する。 

(入学の時期) 

第８条 履修生の入学の時期は、各学期の始めとする。 

(履修期間) 

第９条 履修生の履修期間は、履修が許可された授業科目の開講学期とする。ただし、引

き続き同一科目の履修を希望する者については、入学を許可された年度の翌年度まで、

許可を得て履修期間を延長することができる。 

(単位認定) 

第 10 条 履修生で講義、演習、実験、実習又は実技に決められた回数出席して試験に合

格した者には、教授会の議を経て、単位を与える。 

２ 履修生が１年間に受講できる授業科目の単位数は、６単位以内とする。 

(単位修得証明書の交付) 

第 11 条 履修生が前条第１項により認定された単位については、申請により単位修得証

明書を交付する。 

(検定料、入学料及び授業料) 

第 12 条 履修生の検定料、入学料及び授業料(以下「授業料等」という。)の額は、奈良

国立大学機構における授業料その他の費用を定める規程(令和４年度機構規程第 72 号)

に定めるとおりとする。 

２ 検定料は、入学の志望を受理されたとき、入学料は入学を許可されたとき、授業料は、

前期は５月末日までに、後期は 11 月末日までに、それぞれ納付しなければならない。 

３ 現職教育のため任命権者の命により派遣された教職員及び産業教育振興法(昭和 26

年法律第 228 号)に基づく内地留学生に対する授業料等は、徴収しない。ただし、単位

の認定を受けようとする者については、授業料を納めなければならない。 
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４ 納付された授業料等は、返還しない。ただし、次の各号に該当する場合は、本人の申

し出により授業料を返還することができる。 

一 授業科目が不開講となった場合 

二 時間割が変更となり、履修が不可能な場合 

(在学期間等の変更) 

第 13 条 履修生が、特別な事情により、履修を取りやめ又は在学期間等を変更しようと

する場合は、学長に願い出なければならない。 

(退学) 

第 14 条 履修生が、本学の規則に違反し又は成業の見込みがないと認められた場合には、

学長は教授会の議を経て退学を命ずることができる。 

(学則の準用) 

第 15 条 この規則に定めるもののほか、履修生に関し必要な事項は、学則の規定を準用

する。 

附 則 

この規則は、平成 16 年４月１日から施行する。 

  （略） 

附 則(令和４年４月１日教育大規則第２号) 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 
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（５）奈良教育大学大学院修士課程特別聴講学生規則 

(平成 16 年４月１日規則第 276 号) 

最近改正 令和４年４月１日教育大規則第２号

(趣旨) 

第１条 奈良教育大学学則(平成 16 年奈良教育大学規則第１号。以下「学則」という。)

第 58 条第２項の規定に基づき、大学院修士課程特別聴講学生(以下、「特別聴講学生」

という。)について必要な事項を定めるものとする。 

(入学資格) 

第２条 特別聴講学生の入学資格は、本学が学生交流に関する協定を締結した他大学の大

学院の学生で、教育上有益と認められたものとする。 

(入学の出願) 

第３条 特別聴講学生として入学を志願する者は、所属の大学を通じて次の各号に掲げる

書類を提出しなければならない。 

一 入学願書 

二 所属大学長の推薦書 

三 健康診断書 

四 写真 

(入学の時期) 

第４条 入学の時期は、原則として学期の始めとする。 

２ 外国の大学院の学生を特別聴講学生として受け入れる場合において特別の事情がある

と認めるときは、その入学の時期は、前項の規定にかかわらず、その都度定める。 

(入学の許可) 

第５条 特別聴講学生の入学許可は、所定の手続きを行った者について、教授会の議を経

て、学長が決定する。 

(在学期間) 

第６条 在学期間は、１年以内とする。ただし、引き続き在学を願い出たときは、教授会

の議を経て、在学期間の延長を許可することがある。 

２ 特別聴講学生の在学期間は、２年を超えることができない。 

(検定料、入学料及び授業料) 

第７条 検定料及び入学料は徴収しない。 

２ 特別聴講学生が国立の大学院の学生であるときは、授業料は徴収しない。 

３ 特別聴講学生が公立、私立及び外国の大学院の学生であるときは、奈良国立大学機構

における授業料その他の費用を定める規程(令和４年度機構規程第 72 号)に定める額の

授業料を徴収するものとする。ただし、外国の大学との協定において、授業料が相互

に不徴収とされている場合には徴収しない。 

４ 納付された授業料は、返還しない。 

(単位の修得等) 

第８条 受講及び単位の修得については、大学院修士課程の履修規則を適用する。 
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(単位の授与) 

第９条 前条により単位を修得し、教授会において単位を認定されたときは、単位を与え

証明書を交付する。 

(在学期間等の変更) 

第 10 条 特別聴講学生が、止むを得ない理由により聴講の取りやめ、又は、在学期間等

の変更をする場合は、書類をもって学長に願い出なければならない。 

(退学) 

第 11 条 特別聴講学生が、本学の規則に違反し、又は成業の見込みがないと認められる

場合には、学長は、教授会の議を経て退学を命ずることがある。 

(学則の準用) 

第 12 条 この規則に定めるもののほか、特別聴講学生に関し必要な事項は、学則の規定

を準用する。 

附 則 

この規則は、平成 16 年４月１日から施行する。 

  （略） 

附 則(令和４年４月１日教育大規則第２号) 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 
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（６）奈良教育大学大学院修士課程特別研究学生規則 

(平成 16 年４月１日規則第 277 号) 

最近改正 令和４年４月１日教育大規則第２号

(趣旨) 

第１条 奈良教育大学学則(平成 16 年奈良教育大学規則第１号。以下「学則」という。)

第 119 条第２項の規定に基づき、大学院修士課程特別研究学生(以下「特別研究学生」

という。)に関し必要な事項を定めるものとする。 

(受入れの許可) 

第２条 特別研究学生の受入れは、教授会の議を経て、学長が許可する。 

(入学の時期) 

第３条 特別研究学生の入学の時期は、学年又は学期の始めとする。ただし、特別な事情

がある場合は、この限りでない。 

(検定料、入学料及び授業料) 

第４条 特別研究学生については、検定料及び入学料は徴収しない。 

２ 特別研究学生が公立、私立及び外国の大学院の学生であるときは、奈良国立大学機構

における授業料その他の費用を定める規程(令和４年度機構規程第 72 号)に定める額の

授業料を徴収するものとする。ただし、国立大学の大学院学生、大学間特別研究学生

交流協定に基づく特別研究学生及び大学間交流協定に基づく外国人留学生については、

授業料は徴収しない。 

３ 納付された授業料は、返還しない。 

(研究期間) 

第５条 研究期間は、１年を超えないものとする。 

(学則の準用) 

第６条 この規則に定めるもののほか、特別研究学生に関し必要な事項は、学則の規定を

準用する。 

附 則 

この規則は、平成 16 年４月１日から施行する。 

  （略） 

附 則(令和４年４月１日教育大規則第２号) 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 
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（７）奈良教育大学大学院修士課程研究生規則 

(平成 16 年４月１日規則第 274 号) 

最近改正 令和４年４月１日教育大規則第２号 

(趣旨) 

第１条 奈良教育大学学則(平成 16 年奈良教育大学規則。以下「学則」という。)第 56

条第２項に基づき、大学院修士課程研究生(以下、「研究生」という。)について必要

な事項を定める。 

(目的) 

第２条 本学において特定の学問分野について高度な専門研究を行う者に対し、その研究

に関する知識及び技能を修得させ、研究の成果をあげさせることを目的とする。 

(入学資格) 

第３条 研究生の入学資格は、大学院を修了した者又はこれと同等以上の学力を有すると

認められる者で、特定の分野について研究成果をあげ得ると認められる者とする。 

(入学志願) 

第４条 研究生として入学を志願する者は、次の各号に定める書類に検定料を添えて、学

長に願い出なければならない。 

一 入学願書 

二 履歴書 

三 最終出身学校の卒業(修了)証明書及び成績証明書 

四 研究主題についての研究歴及び研究計画を記したもの 

五 研究の指導を受けようとする教員の内諾書 

六 現職者については、所属長の承諾書 

七 写真 １枚 

(研究生の選考) 

第５条 研究生の選考は、書類選考のほか、学力検査(実技検査を含む。)及び面接を行

うことがある。 

(入学手続及び入学許可) 

第６条 学長は、教授会の議を経て、合格者を決定する。 

２ 合格した者は、入学料を添えて所定の手続きをとらなければならない。 

３ 学長は、前条の入学手続を完了した者に入学を許可する。 

(入学の時期) 

第７条 研究生の入学の時期は、学年又は学期の始めとする。ただし、特別の事情がある

ときは、この限りでない。 

(研究期間) 

第８条 研究期間は、入学を許可された年度の１年以内とする。ただし、引続き研究を希

望する者は、通算２年の範囲内で許可を得てこの期間を延長することができる。 

(指導教員等) 
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第９条 研究生の指導教員(以下「研究生指導教員」という。)は、研究課題に応じ学長

が定める。 

２ 研究生は、特定の研究課題について研究指導教員の指導を受けるほか、研究指導教員

及び授業科目担当教員の承認を得て、他の学生の教育に支障のない範囲において当該

研究に関連のある授業の聴講が認められる。ただし、単位を修得することはできない。 

(研究の修了) 

第 10 条 研究生が所定の期間在学し、その研究を終えた場合には、研究成果の概要等を

記載した研究修了届を研究指導教員を経て学長に提出しなければならない。 

２ 学長は、研究修了者に対し、研究を修了した旨の証明書を交付することができる。 

(検定料、入学料及び授業料) 

第 11 条 研究生の検定料、入学料及び授業料(以下「授業料等」という。)の額は、奈良

国立大学機構における授業料その他の費用を定める規程(令和４年度機構規程第 72 号)

に定めるとおりとする。 

２ 研究生の授業料は、４月よりの６か月分については５月末日までに、10 月よりの６

か月分については 11 月末日までに納入しなければならない。ただし、研究期間が６か

月未満であるときは、その期間分に相当する額を当該期間における当初の月に納入し

なければならない。 

３ 現職教育のため任命権者の命により派遣された者及び産業教育振興法(昭和 26 年法

律第 228 号)に基づく内地留学生に対する授業料等は、徴収しない。 

４ 納付された授業料等は、返還しない。ただし、授業料を納入した研究生が在学中に研

究の中止を認められ、授業料の返還を申し出た場合は、研究中止月の翌月以降分の授

業料を返還することができる。 

(実験実習費) 

第 12 条 研究生の実験、実習等に要する費用は、研究生の負担とすることがある。 

(研究の中止) 

第 13 条 研究を中止しようとするときは、研究生指導教員を経て、学長に届け出るもの

とする。 

(除籍) 

第 14 条 研究生として不適当と認められる行為があったとき又は第 11 条第２項に定め

る授業料納入期間内に授業料を納めないときは、教授会の議を経て、学長がこれを除

籍する。 

(学則の準用) 

第 15 条 この規則に定めるもののほか、研究生に関し必要な事項は、学則の規定を準用

する。 

附 則 

この規則は、平成 16 年４月１日から施行する。 

  （略） 

 

附 則(令和４年４月１日教育大規則第２号) 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 
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（８）奈良教育大学大学院修士課程既修得単位に関する取扱要項 

(平成 20 年３月 14 日規則第 15 号) 

最近改正 令和４年４月１日教育大要項等

第１  

奈良教育大学学則(平成 16 年奈良教育大学規則第１号。以下「学則」という。)第 9

6 条による既修得単位の認定に関する事項は、この取扱要項の定めるところによる。 

第２  

既修得単位の認定条件は、学則第 96 条第２項の範囲内で、他の大学院において修得

した授業科目の授業内容が同一程度のものであると判断した場合に限り、別表に定め

る認定基準に基づき、本学大学院修士課程において開設している授業科目の単位数で

認定する。ただし、他の大学院において修得した単位数が、本学のそれに満たない場

合は認定を行わない。 

第３  

既修得単位の単位認定を受けようとする者は、原則として、次の書類を入学した年

の前期履修登録日までに、教務課に提出しなければならない。 

一 既修得単位認定願(別紙様式１) 

二 授業科目明細書(別紙様式２) 

三 成績証明書 

四 その他本学が必要と認めた書類 

第４  

既修得単位にかかる授業科目の判定は、当該授業科目を担当する教員が行い、その

意見書を添付する。 

第５  

前項で判定された授業科目についての審議は、教務委員会が行う。 

第６  

既修得単位を認定された者の学籍簿の取扱は、次により処理する。 

一 認定された当該授業科目は、学期欄に「認定」と記入する。 

二 「「認定」は、学則第 96 条による」旨を記入する。 

第７  

この取扱要項により、既修得単位を認定された者は、認定された単位に換えて他の

科目の履修をし、学習内容の豊富化を図るものとする。 

附 則 

この要項は、平成 20 年４月１日から施行する。 

 （略） 

附 則(令和４年４月１日教育大要項等) 

１ この要項は、令和４年４月１日から施行する。 
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２ 改正後の要項は、令和４年度大学院修士課程入学者から適用し、令和３年度までの入

学者については、なお従前の規定を適用する。 

別表 

既修得単位の認定基準 

区分 修了に必要な単位数 既修得単位認定範囲 

共通コア科目 ８単位以上 
 

＼ 

実践コア科目 ２単位以上 併せて 18 単位以上 ＼ 

専門深化科目 14 単位以上 10 単位 

課題研究 ４単位以上 ＼ 

計 30 単位以上 10 単位 
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（９）大学院修士課程研究生受入れに関する申合せ 

(平成 16 年４月１日規則第 274－１号) 

最近改正 平成 23 年 12 月 15 日規則第 50 号 

１ 奈良教育大学大学院修士課程研究生規則(以下「規則」という。)第３条に定める入

学資格者は、大学院修了者のほか次の各号の一に該当する者とする。 

一 研究生としての研究計画に係わる教育・研究又は業務に大学卒業後３年以上(短期

大学卒業の場合は５年以上)従事している者 

二 国費外国人留学生(研究留学生、教員研修留学生) 

三 本学教育学研究科入学予定者(外国の大学出身者が大学院に入学するまでの期間) 

四 外国政府派遣制度に基づく留学生 

２ 規則第４条に定める願い出に当たっては、希望する研究指導教員の内諾を得るものと

する。 

附 則 

この申合せは、平成 16 年４月１日から施行する。 

  （略） 

附 則(平成 23 年 12 月 15 日規則第 50 号) 

この申合せは、平成 23 年 12 月 15 日から施行する。 
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（10）奈良教育大学大学院修士課程学生の科目等履修生規則の運用に係る 

申し合わせ 

(平成 18 年４月１日規則第 44 号) 

最近改正 令和４年４月１日教育大要項等 

１ この申し合わせは、奈良教育大学科目等履修生規則(平成 16 年奈良教育大学規則第 2

61 号。以下「規則」という。)第３条、第 10 条第２項及び第 12 条第５項の規定に基

づき、奈良教育大学大学院修士課程学生(以下「院生」という。)の学部授業科目の履

修に関し、必要な事項を定める。 

２ 規則第３条に定める出願書類については、大学院修士課程学生用学部科目等履修生入

学願書とし、その他の書類については省略できるものとする。 

３ 規則第 10 条第２項に定める１学期間に受講できる単位数は、４科目８単位以内とし、

大学院在学期間中に 48 単位以内とする。 

４ 「教育実習」については、履修を認めないものとする。 

５ 規則第 12 条第５項に定める検定料及び入学料ついては、当分の間徴収しないものと

し、授業料については、１学期間に４単位(年間８単位)以内の履修にかかる授業料は

徴収しない。 

附 則 

１ この申し合わせは、平成 18 年４月１日から施行する。 

２ この申し合わせの施行日において在学している院生については、第２項のただし書き

は適用しないものとする。 

   （略） 

附 則(令和４年４月１日教育大要項等) 

１ この申し合わせは、令和４年４月１日から施行する。 

２ 改正後の申し合わせは、令和４年度大学院(修士課程)入学者から適用し、令和２年

度までの入学者については、なお従前の規定を適用する。 
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（11）奈良教育大学と奈良女子大学との間における学生交流に関する協定書 
 
 
 奈良教育大学及び奈良女子大学は、両大学の規則の定めるところにより、奈良教育大学

大学院と奈良女子大学大学院との間において、両大学院の学生が相手大学大学院の授業科

目を聴講し、単位を取得することを相互に認めることについて合意に達したので、ここに

協定書を取り交わす。  
 
 
１．本協定書の実施に関する細部の事項については、この協定書に基づく「覚書」の記載

するところによる。  
 

２．本協定の実施について必要な事項は、両大学の協議により処理するものとする。  
 
３．この協定書は、平成８年４月１日から効力を有するものとする。 
 
 
     平成７年１２月２５日  
 
                       奈 良 教 育 大 学 長 
                      
                       奈 良 女 子 大 学 長 
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（12）奈良教育大学と奈良女子大学との間における学生交流に関する覚書 

 

 平成７年１２月２５日付け奈良教育大学と奈良女子大学との間で取り交わした協定書に基

づく、奈良教育大学大学院と奈良女子大学大学院（以下「両大学院」という。）における学生

交流に関しては、この覚書により行うものとする 
 

（実施研究科） 

１．両大学院において学生交流を行う研究科は、奈良教育大学大学院教育学研究科と奈良女

子大学大学院人間文化総合科学研究科とする。 
 

（受入れ） 

２．両大学院が受け入れる学生は「特別聴講学生」とし、受入れ学生数及び期間（履修期間）

は、それぞれの研究科の協議による。 
 

（授業科目等の範囲） 

３．履修を認める授業科目及び単位数は、それぞれの研究科の協議による。 

４．両大学院は、授業科目等学生の履修に必要な資料を相互に交換する。 
 

（受入れ手続き） 

５．特別聴講学生として履修を希望する学生は、両大学院の定めるところにより、入学願書

等を所属研究科を通じて、受入れ研究科に出願する。 

６．受入れ研究科は、必要に応じて選考を行い、その結果を所属研究科を通じて学生に通知

する。 
 

（単位の認定及び成績評価） 

７．履修した授業科目の単位の認定及び成績評価は、受入れ大学院の定めるところによる。 

８．認定された単位及び成績評価は、所属大学院の定めるところにより学生に通知する。 
 

（施設等の利用） 

９．両大学院は、特別聴講学生が履修上必要とする施設・設備の利用について、便宜を与え

るものとする。 
 

（その他） 

10．上記のほか、学生交流実施に関し必要な事項は、それぞれの研究科間で協議するものと

する。 

11．この覚書は、令和２年４月１日から効力を有するものとする。 

12．平成１０年４月１日「奈良教育大学と奈良女子大学との間における学生交流に関する覚

書」は、令和２年３月３１日をもって廃止するものとする。 

   

 

     令和２年４月１日 
 

                 奈 良 教 育 大 学 学 長 

 

                 奈良女子大学大学院人間文化総合科学研究科長 
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（13）単位互換に関する協定書 

 

 滋賀大学、京都教育大学、大阪教育大学、奈良教育大学及び和歌山大学の各大学院教育学

研究科は、単位互換に関して、次のとおり協定する。 

 

（受入れ） 

１ この協定により、各大学院に受け入れる学生は「特別聴講学生」とし、受入れ学生数及

び受入れ期間（履修期間）は、受入れ大学院が決定する。 

 

（授業科目等の範囲） 

２ 履修を認める授業科目の範囲及び単位数は、受入れ大学院が定める。 

３ 履修を認める授業科目の範囲等履修に必要な資料を相互に交換する。 

 

（受入れ手続き） 

４ 受入れ手続きは、次による。 

 (1) 特別聴講学生として履修を希望する学生は、所属大学院の定めるところにより、願書

を所属大学院を通じて、所定の期日までに受入れ大学院に提出する。 

 (2) 受入れ大学院は、必要に応じて選考を行い、選考結果を所属大学院を通じて、出願し

た学生に通知する。 

 

（単位の認定及び成績評価） 

５ 履修した授業科目の単位の認定及び成績評価は、受入れ大学院の定めるところによる。 

６ 認定された単位及び成績評価は、所属大学院の定めるところにより学生に通知する。 

 

（施設等の利用） 

７ 各大学は、特別聴講学生が履修上必要な施設・設備の利用について、便宜を供与する。 

 

（その他） 

８ 上記のほか、単位互換に関し必要な事項は、各大学院が協議の上決定する。 

９ この協定の改廃については、その都度協議する。 

10 この協定による取扱いは、調印の日から実施する。 

 

     平成８年１月３０日 

 

                 滋 賀 大 学 大 学 院 教 育 学 研 究 科 長 

                 京都教育大学大学院教育学研究科長 

                 大阪教育大学大学院教育学研究科長 

                 奈良教育大学大学院教育学研究科長 

                 和 歌 山 大 学 大 学 院 教 育 学 研 究 科 長 

 

（備考） 

令和５年３月３１日付、大阪教育大学大学院教育学研究科は本協定より脱退。 

 

-72-


	教務関係規則（大学院）目次
	１．大学院共通
	（１）奈良教育大学学則
	（２）奈良教育大学学位規則
	（３）奈良教育大学学位規則に関する細則
	（４）成績評価に関する申合せ
	（５）奈良教育大学科目等履修生規則

	２．専門職学位課程
	（１）奈良教育大学大学院専門職学位課程履修規則
	（２）奈良教育大学大学院専門職学位課程長期履修学生取扱要項
	（３）奈良教育大学大学院専門職学位課程小学校教員免許取得プログラムに 
関する取扱要項
	（４）奈良教育大学大学院専門職学位課程特別支援学校教員免許取得 
プログラムに関する取扱要項
	（５）奈良教育大学大学院専門職学位課程科目等履修生規則
	（６）奈良教育大学大学院専門職学位課程特別聴講学生規則
	（７）奈良教育大学大学院専門職学位課程特別研究学生規則
	（８）奈良教育大学大学院専門職学位課程研究生規則
	（９）奈良教育大学大学院専門職学位課程既修得単位に関する取扱要項
	（１０）大学院専門職学位課程研究生受入れに関する申合せ
	（１１）奈良教育大学大学院専門職学位課程学生の科目等履修生規則の運用 
に係る申し合わせ
	（１２）大学院専門職学位課程において実習により修得する単位の免除に 
関する取扱要項

	３．修士課程
	（１）奈良教育大学大学院修士課程履修規則
	（２）学位論文及び卒業論文の審査項目等について
	（３）奈良教育大学大学院修士課程長期履修学生取扱要項
	（４）奈良教育大学大学院修士課程科目等履修生規則
	（５）奈良教育大学大学院修士課程特別聴講学生規則
	（６）奈良教育大学大学院修士課程特別研究学生規則
	（７）奈良教育大学大学院修士課程研究生規則
	（８）奈良教育大学大学院修士課程既修得単位に関する取扱要項
	（９）大学院修士課程研究生受入れに関する申合せ
	（１０）奈良教育大学大学院修士課程学生の科目等履修生規則の運用に係る 
申し合わせ 
	（１１）奈良教育大学と奈良女子大学との間における学生交流に関する協定書
	（１２）奈良教育大学と奈良女子大学との間における学生交流に関する覚書
	（１３）単位互換に関する協定書


